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【令和6年能登半島地震（M7.6）（地震活動）】

赤線：地震調査委員会（2024a）の活断層
星形：M5.0以上の震源

傾斜方向

志賀原子力発電所

海士岬沖東断層 酒見断層 富来川南岸断層

右図範囲

←NW SE→

海士岬沖断層帯

NT9

NT9
←NW SE→

○令和6年能登半島地震の地震活動が海士岬沖断層帯，羽咋沖東撓曲に拡大しているか確認を行った。
○地震調査委員会（2024b，c）は，令和6年能登半島地震の震源断層は，門前断層帯門前沖区間（笹波沖断層帯（東部に対応））の東部から能登半島北岸断層帯～富山トラフ西縁断層の南西部
にまたがる範囲である150㎞程度の主として南東傾斜の逆断層であるとしており，海士岬沖東断層（海士岬沖断層帯に対応）及び羽咋沖東断層（羽咋沖東撓曲）を震源断層に含めていない。

○地震調査委員会（2024c）に示された震源データによれば，海士岬沖断層帯の北部付近に地震活動が認められるが，羽咋沖東撓曲付近には認められない（図-1）。一方，臨時地震観測を行っ
た高橋ほか（2024）及び蔵下ほか（2025）によれば ，震源域の西端部で認められる震源は北西傾斜※を示しており，海士岬沖断層帯に対応しない（図-2，図-3）。

○産業技術総合研究所（2024b）及び地震調査委員会（2025a）は，令和6年能登半島地震後に取得した高分解能音波探査・海底地形調査データと2007年から2008年にかけて取得した同等の
データを比較した結果，海士岬沖東断層（海士岬沖断層帯に対応）は，北部がわずかに変位した可能性があるとしている（次頁）。

○以上より，令和6年能登半島地震（M7.6）で海士岬沖断層帯に対応する地震活動が認められないことから，海士岬沖断層帯の北部の変位は，付随的に変位したものと判断した。このことから，
海士岬沖断層帯は，令和6年能登半島地震（M7.6）で北部がわずかに変位した可能性があるものの，震源断層として活動していないと判断した。また，羽咋沖東撓曲は，この地震では活動して
いない。

※：臨時地震観測を行った知見で震源域の西端部で認められる北西傾斜の震源分布に関しては，定常観
測点データによる検討を行っている知見でも，西傾斜の断層が認められる（P.142）。この西傾斜の断層
については，Peng et al.（2025）は，本震後に活動的となった複数の二次断層が関連しているとしており，
佐藤ほか（2007a）及び佐藤（2024）で示される能登半島北西部周辺に伏在する構造が関連する可能性
がある（P.143）。

コメントNo.82の回答

図-1 震央分布図
（波形相関DD法により再決定した震源データ：2024年1月1日～1月10日，深さ0～40km，M≧2.0）

（地震調査委員会（2024c）（気象庁作成）に断層名等を加筆）

図-2 震央分布図
（高橋ほか（2024）※に断層名等を加筆）

図-3 震源分布図
（蔵下ほか（2025）に断層名等を加筆）

※：国際学術誌に投稿中。
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P.500 一部修正

【令和6年能登半島地震（M7.6）（海上音波探査） 】

・産業技術総合研究所（2024b）及び地震調査委員会（2025a）は，令和6年能登半島地震
後に取得した高分解能音波探査・海底地形調査データと2007年から2008年にかけて取
得した同等のデータを比較した結果，海士岬沖東断層（海士岬沖断層帯に対応）は，北
部がわずかに変位した可能性があるとしている。

コメントNo.82の回答

音波探査データ・海底地形調査データの比較結果
（産業技術総合研究所（2024b）に断層名等を加筆）



【地震活動の分布（Yamada et al.（2025），Peng et al.（2025），Sawaki et al.（2025））】
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コメントNo.82の回答
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○定常観測点データを用いて検討を行っている知見の例として，Yamada et al.（2025），Peng et al.（2025）及びSawaki et al.（2025） を示す。
○Yamada et al.（2025）は，GNSS及びSAR変位データを再現する断層モデルの傾斜角の検証を行っている。震源域の南西部に南東傾斜の断層モデルを設定しているが，酒見断
層付近では断層モデルと震源分布の対応は明瞭ではなく，北西傾斜の配列も認められる（左図中u断面）。

○Peng et al.（2025）は，定常観測点データによる震源再決定の結果から断層面を推定しており，2007年能登半島地震の震源域周辺では，震源分布は拡散的であり，本震後に活
動的となった複数の二次断層が関連しているとしている（右上図）。

○Sawaki et al.（2025）は，階層的クラスタリング手法により，震源分布から震源断層の形状を推定しており，震源域の南西部には北西傾斜の断層面を推定している。この断層につ
いて，富来川南岸断層の共役断層である可能性があるとしているが，さらなる詳細な調査が必要であるとしている。また，断層面の抽出結果については，震源位置に不確実性
があることが課題であるとしている（右下図）。

階層的クラスタリング手法により推定された断層面
（Sawaki et al.（2025）に一部加筆）

断層モデルと余震分布の比較
（Yamada et al.（2025）に一部加筆）

・西傾斜の配列が認められるが，南東
傾斜の断層モデルを設定している。

・面上の配列は
認められない。

・解析の結果，北西傾斜の
断層を推定している。

震源再決定結果から推定した断層面
（Peng et al.（2025）に一部加筆）

・震源再決定の結果から，
北西傾斜の断層を推定
している。
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○高橋ほか（2024）は，志賀における余震分布から，西傾斜の小さな断層面の連続配列について，日本海拡大時に形成された正断層のドミノ状配列の断層が破壊されたと解釈し
ている（P.140）。これらの断層に関して，文献調査を行った。

○佐藤ほか（2007a）は，2007年能登半島地震の余震分布から南傾斜の面状配置を示す主断層の他に，北傾斜を示す副次的な断層面も識別されるとしている。これは初期中新世
に形成された北傾斜の正断層と推定しており，本震と同様に副次的な断層についても再活動が認められるとしている。

○また，佐藤ほか（2007a）は，稠密な重力異常図から，複数の推定断層を図示しており（図-1），リフト帯では拡大軸と平行な正断層群の他に，それらと直交するトランスファー断層
が形成されることが多いとしている。

○さらに，佐藤（2024）は，能登半島周辺の地殻・断層構造の形成史について示している（図-3）。それによれば，能登半島とその北側の大陸地殻は，日本海の拡大に伴って引き伸
ばされ，北に落ちる方向に傾斜（北傾斜）した正断層が形成され（図-3①），その後にリフトである富山トラフが拡大を始めるが，その時期に能登半島の北岸の断層のように逆の
南傾斜の正断層群が形成されたと考えられる（図-3②）。また，現在は西北西－東南東方向からの圧縮力がかかる状態（インバージョンテクトニクス）になっているとされている
（図-2，図-3③）。

○上記の知見から，能登半島北西部には複数の伏在断層が存在していると考えられ，これらはPeng et al.（2025）が解釈している本震後に活動的となった複数の二次断層（前頁）
に関連する可能性がある。

図-1 2007年能登半島地震の震源域周辺の地質及び密度構造
（佐藤ほか（2007a））

【能登半島北西部周辺に伏在する構造（佐藤ほか（2007a）及び佐藤（2024））】

図-3 能登半島北東部の主要断層形成プロセス
（佐藤（2024）に一部加筆）

右図の断面の位置

①

②

③

コメントNo.82の回答

反射断面図（下図）の
断面線の位置

A B

図-2 能登半島西方沖の反射法地震探査断面図（A－B断面）
（佐藤（2024））

C D

C D

C D

・断層が当初は正断層として活動し，その後堆積物が堆積した後
で逆断層として再活動している例（インバージョンテクトニクス）。
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（4） 海士岬沖断層帯と羽咋沖東撓曲の連動の検討結果の妥当性確認

検討項目

検討結果

羽咋沖東撓曲 断層間の状況 海士岬沖断層帯 断層間の状況 笹波沖断層帯（東部） 断層間の状況
能登半島北部沿岸域断層帯

断層間の状況 NT2・NT3
猿山沖
セグメント

輪島沖
セグメント

珠洲沖
セグメント

禄剛
セグメント

地 

形 

及 

び 

地 

質 

構 

造

文
献
調
査

産総研
岡村（2002）
岡村（2007a）
岡村（2007b）
井上・岡村（2010）

（P.109）

・かつてのハーフグラーベン
が隆起した盆地反転構造
（岡村，2007a）。

・断層面の傾斜が逆であることから，
連続した構造ではないと判断してい
る（岡村，2007a）。

・完新統に変形を与える活断層（井
上・岡村，2010）。

・両断層間の連動については，
言及していない。

・中新統褶曲帯の北縁部に沿って
発達する南東傾斜の逆断層から
なり，中新世の逆断層が再活動
することによって形成された可能
性が高い（井上・岡村，2010）。

・両断層間の連動については，言
及していない。

・中新統褶曲帯の北縁部に沿って
発達する南東傾斜の逆断層から
なり，中新世の逆断層が再活動
することによって形成された可能
性が高い（井上・岡村，2010）。

・両断層間の連動については，
言及していない。

・能登半島北方沖の断層・背斜構
造の大部分は，後期中新世に成
長したと考えられるが，一部の断
層・褶曲構造はその後も活動して
いる（岡村，2002）。

国交省ほか（2014）
（P.107）

・両断層をグルーピングしていない。 ・海底断層トレースを図示している。
・両断層をグルーピングしていな
い。

・海底断層トレースを図示している。 ・両断層をグルーピングしていない。
・両断層をグルーピングしてい
ない。

文科省ほか
（2015，2016）

（P.107）

・両断層の連動は考慮していない。
・両断層の連動は考慮していな
い。

・両断層の連動は考慮していない。
・両断層の連動は考慮してい
ない。

地震調査委員会
（2025a）（P.108）

・1つの断層帯として評価していない。
・1つの断層帯として評価してい
ない。

・1つの断層帯として評価していな
い。

・1つの断層帯として評価して
いない。

地
球
物
理
学
的
調
査

海
上
音
波
探
査
（ 

Ｐ.

１
１
３
）

走向 N-S
・端部付近の走向差

 ほぼなし（主たる構造）
約45°※（推定区間）

NNE-SSW ・走向差約30° NNE-SSW～ENE-WSW
・走向差：約10°
（端部付近）約60°※ ENE-WSW ・端部付近の走向差ほぼなし NE-SW

傾斜
西

（約60°）

・両断層の隆起側が異なる。
・海士岬沖断層帯（主たる構造区間）と羽
咋沖東撓曲は，断層面の傾斜方向が異
なり，断層面が地下で離れていく関係に
ある。
・海士岬沖断層帯（推定区間）と羽咋沖東
撓曲は，断層面の傾斜方向が異なり，
概ね断層面が地下浅部で近づき，地下
深部で離れていく関係にある。

南東
（約60°）

・傾斜方向は同じ。
南東

（約60°）

・傾斜方向は同じ。
（端部付近）傾斜方向は異なり，並
走区間で断層面が地下深部で
近づく関係にある。

南東
（約40～50°）

・両断層の隆起側が異なる。
・両断層の断層面の傾斜方向
が異なり，並走区間（約
11km）で断層面が地下深部
で近づく関係にある。

北西
（約45～50°）

[

地
質
構
造
の
連
続
性]

断層

活動性・
分布

・撓曲からなり，B1層以下に
変形が認められる。
・羽咋沖盆地内に分布し，C
層及びB層が厚く堆積する。

・両断層の境界付近を境に南北で地質構
造，D層の分布状況が大きく異なる。
・海士岬沖断層帯（主たる構造区間）と羽
咋沖東撓曲は，ほぼ一線に近接して分
布する。 離隔距離：約0.5km
・海士岬沖断層帯（推定区間）と羽咋沖東
撓曲は，一部並走区間を伴って近接して
分布する。 離隔距離：約1.5km

・断層及び撓曲からなり，北部及び南部
はA層以下に変位，変形が認められる
が，中間部はB1層以上に変位，変形は
認められない。
・断層は笹波沖隆起帯内に分布し，撓曲
は海士岬沖小隆起帯西縁から笹波沖
隆起帯西縁に沿って分布する。

・両断層は同じ隆起帯（笹波沖隆
起帯）に分布する。
・両断層は一部並走区間を伴っ
て近接して分布し，深部から分
岐している可能性がある。

離隔距離：約2.5㎞

・断層からなり，A層以下に変位，
変形が認められる。
・笹波沖隆起帯の北縁に沿って分
布する。

・両断層は，直線状に連続しないが，
一部並走区間を伴って近接して
分布する。
離隔距離：約2km
（直線的な区間は約7.5kmの離隔でステッ
プ）

・断層及び撓曲からなり，A層以下
に変位，変形が認められる。
・短い断層及び撓曲が雁行状に分
布し，南西端付近でNNE-SSW方
向に屈曲する。

・両断層は直線状に連続しな
いが，一部並走区間を伴っ
て分布する。

離隔距離：約16km

・断層からなり，Q層以下に変位，
変形が認められる。
・大陸斜面基部に分布する。

上盤側の
背斜構造
（文献調査)

(P.112)

・断層の上盤側に背斜構造
を図示している（岡村，
2007a）。

・両断層間に連続する背斜構造は認
められない。

・南部の上盤側に背斜構造を図示し
ている（井上ほか，2010）。

・両断層間に連続する背斜構造
は認められない。

・断層の上盤側に背斜構造を図示
している（井上ほか，2010）。

・両断層間に連続する背斜構造は
認められない。

・断層の上盤側に背斜構造を図示
している（尾崎ほか，2019）。

・両断層間に連続する背斜構
造は認められない。

・断層の上盤側に背斜構造を図示
している（岡村，2002）。

重力探査
[重力異常分布]

（P.136）

・等重力線に沿って分布する。

・断層周辺の重力異常の分布状況が異
なる。
・端部付近に重力異常との明確な対応
が認められず，両断層間の構造の有
無について判断できない。

・等重力線に直交し，重力異常との対
応は認められない。

・端部付近に重力異常との明確な
対応が認められず，両断層間の
構造の有無について判断できな
い。

・等重力線に沿って分布し，上盤側
に高重力域，下盤側に低重力域
が分布する。

・猿山沖セグメントの南方（上盤側）
の高重力域は笹波沖断層帯（東
部）の北方（下盤側）に連続してお
り，両セグメント間に連続する構造
は認められない。

・等重力線に沿って分布し，上盤側
に高重力域，下盤側に低重力域
が分布する。

・端部付近に重力異常との明
確な対応が認められず，両
断層間の構造の有無につい
て判断できない。

・対応する重力異常急変部は認め
られない。

B1層基底の
変位量分布等

（P.137）

・中央付近が大きく，端部に
向かって小さくなる。

・両断層の変位量は端部に向かって
小さくなり，端部付近で変位は認めら
れない。

・南部では中央付近が大きく，端部
に向かって小さくなる。
・中間部では変位が認められない。
・北部の平均変位速度は，0.25～

1.17（m／千年）である。

・両断層の平均変位速度は，ほ
ぼ同程度の値を示す。

・中央付近が大きく，端部に向かっ
て小さくなる。
・笹波沖断層帯（東部）の平均変位
速度は，0.17～0.58（m／千年）で
ある。

・両断層の変位量は端部に向かっ
て小さくなり，端部付近で変位は
認められない。

・セグメント毎に中央付近が大きく，
端部に向かって小さくなる。
・セグメントの境界は一部並走する。

不明
セグメント周辺にはB1層が区分で
きる測線（スパーカー，ブーマー
等）がない。

断

層

の

活

動

履

歴

[

変
位
量
・
地
震
活
動]

過
去
の
地
震
と
の
対
応

2007年能登半島地
震（M6.9） （P.138）

・地震活動は，笹波沖断層帯
（東部）の南方に拡大していな
い。

・地震活動は，笹波沖断層帯（東
部）の北東方に拡大していない。

令和6年能登半島地
震（M7.6） （P.138）

石川県西方沖の地
震（M6.6） （P.138）

評価結果

・海士岬沖断層帯と羽咋沖東撓曲について，両断層の連動を考慮した文献はない。
・また，当社の連動の検討の結果からも，地表トレースは近接して分布するものの，
両断層の境界付近を境に南北で地質構造，D層の分布状況及び重力異常分布が
大きく異なることや断層面が地下で離れていく関係にあるなど，同時活動しない可
能性を示唆するデータが多数存在することから，総合的に評価し，連動を考慮し
ない。

・海士岬沖断層帯と笹波沖断層帯（東部）について，両断層の連動
を考慮した文献はない。
・ただし，当社の同時活動の可能性の検討の結果，一部並走区間
を伴って近接して同じ隆起帯に分布し，深部から分岐している可
能性があるなど，同時活動する可能性を示唆するデータが多数存
在することから，総合的に評価し，連動を考慮する。

・地震調査委員会（2024c）は，笹波沖断層帯（東部）と能登半島北
部沿岸域断層帯について，令和6年能登半島地震の震源断層と
して，同時活動したとしている。
・また，当社の同時活動の可能性の検討の結果からも，一部並走
区間を伴って近接して分布し，地下深部で近づく関係にあるなど，
同時活動する可能性を示唆するデータが多数存在することから，
総合的に評価し，連動を考慮する。

・地震調査委員会（2024c）は，能登半島北部沿岸域断層帯とNT2・NT3について，
令和6年能登半島地震の震源断層として，同時活動したとしている。
・また，当社の同時活動の可能性の検討の結果からも，一部並走区間を伴って，
並走区間で断層面が地下深部で近づく関係にあるなど，同時活動する可能性
を示唆するデータが多数存在することから，総合的に評価し，連動を考慮する。
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○海士岬沖断層帯と羽咋沖東撓曲については，連動の検討の結果，連動を考慮しないと評価した。
○海士岬沖断層帯については，隣接する断層との連動の検討の結果，海士岬－笹波（東部）－能登北岸—NT2・NT3断層帯の連動を考慮している。
○ここでは，羽咋沖東撓曲，海士岬沖断層帯，笹波沖断層帯（東部），能登半島北部沿岸域断層帯及びNT2・NT3を対象に，連動評価に関連する下表の検討項目について，取得データ及びこれまでの評価内容を整理・比較した。
○その結果，海士岬沖断層帯と羽咋沖東撓曲間についても，連動を考慮したケースと異なり，同時活動しない可能性を示唆するデータが多数存在することから，上記評価は妥当であることを確認した。

門前断層帯 能登半島北岸断層帯 富山トラフ西縁断層羽咋沖東断層

NT8

門前沖セグメント

NT6 NT5 NT4

・NT4-NT5-NT6の連動を考慮している。

NT3 NT2

・NT2-NT3の連動を考慮している。

F43 F42

KZ1

猿山沖
セグメント

輪島沖
セグメント

珠洲沖
セグメント

NT9

海士岬沖東断層

F46

震源断層

震源断層（笹波沖断層帯（東部），能登半島北部沿岸域断層帯，NT2・NT3の南西部に対応する断層にまたがる範囲）

・令和6年能登半島地震の震源断層と評価（笹波沖断層帯（東部），能登半島北部沿岸域断層帯，NT2・NT3の南西部に対応する断層にまたがる範囲）

第四紀ひずみ集中帯

※：地震調査委員会による起震断層の設定の事例において，断層帯同士で（接合部付近の）走向が異なる場合は，別の起震断
層と評価していることを踏まえ，走向が異なる（図読45°以上）場合は，連動しない可能性を示唆するデータと判断した（P.42）。

：データがない箇所
赤字：同時活動する可能性を示唆する

青字：同時活動しない可能性を示唆する
：文献で示されている範囲

第1328回審査会合 資料1-1
P.502 一部修正

コメントNo.82の回答

紫下線：第1328回審査会合以降に変更した箇所

太字下線部：同時活動の可能性の評価にあたり重視した観点
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【海士岬沖断層帯，羽咋沖東撓曲及び隣接する断層の連動の検討結果（位置図）】

位置図

志賀原子力発電所

能登半島北部沿岸域断層帯とNT2・NT3
【主な検討結果】
・地震調査委員会（2024b,c）は，笹波沖断層
帯（東部）と能登半島北部沿岸域断層帯に
ついて，令和6年能登半島地震の震源断層
として，同時活動したとしている。
・両断層の隆起側が異なる。
・両断層の端部付近の走向差はほぼない。
・両断層の断層面の傾斜方向が異なり，並走
区間（約11km）で断層面が地下深部で近づ
く関係にある。
・両断層はひずみ集中帯内で一部並走区間
を伴って分布する（並走区間：約11km） （離
隔距離：約16km） 。

⇒両断層の連動を考慮する。

［３-４］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖東撓曲の連動の検討結果

断層端点

推定区間

断層位置

笹波沖断層帯（東部）と能登半島北部沿岸域断層帯
【主な検討結果】
・地震調査委員会（2024b,c）は，笹波沖断層帯（東部）と
能登半島北部沿岸域断層帯について，令和6年能登
半島地震の震源断層として，同時活動したとしている。
・両断層は，ひずみ集中帯内で一部並走区間を伴って
近接して分布し，地下深部で近づく関係にある（離隔
距離：約2km） 。

⇒両断層の連動を考慮する。

海士岬沖断層帯と笹波沖断層帯（東部）
【主な検討結果】
・両断層の連動を考慮した文献はない。
・両断層は同じ隆起帯（笹波沖隆起帯）に分
布する。
・両断層は，ひずみ集中帯内で一部並走区間
を伴って近接して分布し，深部から分岐して
いる可能性がある（離隔距離：約2.5km） 。

⇒両断層の連動を考慮する。

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-1
P.503 一部修正

海士岬沖断層帯と羽咋沖東撓曲
【主な検討結果】
・両断層の連動を考慮した文献はない。
・両断層の隆起側が異なる。
・海士岬沖断層帯（主たる構造区間）と羽咋沖東撓
曲は，端部付近の走向差はほぼなく，並走区間は
なく，両断層の断層面の傾斜方向が異なり，断層
面が地下で離れていく関係にある。なお，海士岬
沖断層帯（推定区間）と羽咋沖東撓曲については， 
端部付近の走向差が大きく（約45°），並走区間は
約4.5㎞で ，両断層の断層面の傾斜方向が異なり，
概ね地下浅部で近づき，地下深部で断層面が離
れていく関係にある。
・海士岬沖断層帯（主たる構造区間）と羽咋沖東撓
曲は，ひずみ集中帯内でほぼ一線に近接して分
布する （離隔距離：約0.5km） 。
・海士岬沖断層帯（推定区間）と羽咋沖東撓曲は，
ひずみ集中帯内で一部並走区間を伴って近接して
分布する（並走区間：約4.5km） （離隔距離：約
1.5km） 。
・両断層の境界付近を境に南北で地質構造，D層
の分布状況及び重力異常分布が大きく異なる。

⇒両断層の連動を考慮しない。

赤字：同時活動する可能性を示唆する
青字：同時活動しない可能性を示唆する
紫下線：第1328回審査会合以降に変更した箇所

コメントNo.82の回答

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

太字下線部：同時活動の可能性の評価にあたり重視した観点

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



余白
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［３-５］ 海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と
羽咋沖西撓曲の連動の検討結果



［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

（1） 海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲について，「当社の連動評価の検討方法」※に基づき，同時活動の可能
性の検討を行った。検討にあたっては，近接して分布する海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲を検討対象とした。検討結果は以下のとおり。

＜同時活動の可能性の検討＞

○連動の検討の結果，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の連動を考慮しないことから，断層モデルについては，海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓
曲を別々の断層として設定することとする。

検討内容 検討結果

地 

形 

及 

び 

地 

質 

構 

造

文献調査（A）

①国交省ほか（2014），文科省ほか（2016）及び地震調査委員会（2025a）は，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の同時活動を考慮していない（P.150，151）。
②海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲は，岡村（2007b）が示す第四紀のひずみ集中帯内に分布する（P.208）。
③岡村（2007a）は産業技術総合研究所によって実施された反射法地震探査の反射断面の解釈から，海士岬沖断層帯に対応する構造は北西翼が狭く急傾斜する非
対称な断面構造を持つ南東傾斜の逆断層，羽咋沖西撓曲に対応する構造は東翼が急傾斜で幅が狭く，西翼が緩傾斜で幅が広い非対称な背斜構造で西傾斜の逆
断層が伏在しているとしており，断層面の傾斜が逆であることから，連続した構造ではないと判断している（P.152）。
④文科省ほか（2015）は，深部エアガン調査から，海士岬沖断層帯は東傾斜の断層，羽咋沖西撓曲は西傾斜の断層と判断している（P.153）。
⑤佐藤ほか（2007b）は，海士岬沖断層帯を横断する測線から，海士岬沖断層帯は南東傾斜の断層と判断している（P.154）。
⑥岡村（2007a），井上ほか（2010）に示された背斜構造を確認すると，両断層間に背斜構造は認められない（P.155）。

地球物理学的調査

海上音波探査
（B）

⑦海士岬沖断層帯はD層の隆起や主としてNE-SW～NNE-SSW方向の断層・撓曲の存在で特徴付けられる北部海域に分布し，羽咋沖西撓曲は第四系が厚く分布す
る海盆でN-S方向の東翼が急傾斜で幅が狭く，西翼が緩傾斜で幅が広い非対称褶曲の存在で特徴付けられる南部海域に分布しており，両断層の境界付近を境に
南北で地質構造が大きく異なる（P.157）。
⑧D層の分布状況を比較すると，両断層の境界付近を境に南北で断層周辺のD層の分布深度が大きく異なる（P.158）。
⑨D層の分布状況は，海士岬沖断層帯は西落ちで断層の東方の標高が高いが，羽咋沖西撓曲は東落ちで断層の西方の標高が高く，断層上盤の隆起が反対側に分
布する（P.158）。
⑩海士岬沖断層帯はB1層以上に北西落ちの変位・変形，羽咋沖西撓曲はB1層以上に東落ちの変形が認められ，海士岬沖断層帯は南東傾斜の逆断層，羽咋沖西撓
曲は西傾斜の逆断層であると推定される（P.159～166）。
⑪海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の地表トレースは，ほぼ一線に近接して分布する（離隔距離：約1.5km）（端部付近の走向差：約55°）（P.159）。
⇒両断層は，端部付近の走向差が大きい（端部付近の走向差：約55°）。並走区間はなく，断層面の傾斜方向が異なり，断層面が地下で離れていく関係にある
（P.159）。
⑫海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲間の音波探査記録（No.8測線）からは，断層等は認められず，両断層は連続しない（P.161）。
（参考）海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲周辺の音波探査記録を確認した結果，両断層がバックスラストとなるような逆傾斜の断層は認められない（P.161～166）。

重力異常分布
（C）

⑬海士岬沖断層帯は北部の高重力域内に分布しているが，羽咋沖西撓曲は羽咋沖盆地の低重力域内に分布し，断層周辺の重力異常の分布状況が異なる（P.169）。
⑭重力異常の等重力線に対して，海士岬沖断層帯の走向はほぼ直交しており，羽咋沖西撓曲は走向に対応する重力異常急変部は認められないことから，同時活動
の可能性については明確に判断できない（P.169）。

B1層基底の
変位量分布（D）

⑮海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の端部付近でB1層基底の変位は認められず，両断層が少なくとも後期更新世以降に一連で活動した傾向は認められない（P.170）。

断層の活動履歴 地震活動（E）

⑯海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲は，いずれも2007年能登半島地震では活動していない（P.171）。
⑰令和6年能登半島地震（M7.6）で海士岬沖断層帯に対応する地震活動が認められないことから，海士岬沖断層帯の北部の変位は，付随的に変位したものと判断し
た。このことから，海士岬沖断層帯は，震源断層として活動していないと判断した。また，羽咋沖西撓曲は，この地震では活動していない（P.171）。
⑱羽咋沖西撓曲は，石川県西方沖の地震の震源断層（M6.6）であるが，海士岬沖断層帯は，この地震では活動していない。石川県西方沖の地震（M6.6）については，

2024年1月のM7.6の地震とは空間的にも時間的にも不連続があり，M7.6の地震により地震の発生を促進させるような影響を受けた活断層があるとする知見も示され
ていることから，M7.6の地震の震源断層との同時活動により発生したものではなく，M7.6の地震により誘発されて発生した地震であると考えられる。地震調査委員会
が令和6年能登半島地震（M7.6）と石川県西方沖の地震（M6.6）を2020年12月からの一連の活動の中で発生したとしているが，海士岬沖断層帯は令和6年能登半島
地震（M7.6）では震源断層として活動していないことから，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲が同時活動する可能性を示唆するデータではないと判断した（P.171）。

同時活動の可能性の評価

［評価結果］
・検討の結果，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲は，ひずみ集中帯内でほぼ一線に近接して分布する（②，⑪）ものの，同時活動を考慮した文献はなく（①），両断層間
に連続する背斜構造は認められない（⑥）。また，両断層は端部付近の走向差が大きく，断層面の傾斜方向が異なり，断層面が地下で離れていく関係にある（③，④，
⑤，⑩，⑪）。さらに，上盤の隆起が反対側に分布し（⑨），境界付近を境に南北で地質構造，D層の分布状況及び重力異常分布が大きく異なる（⑦，⑧，⑬）。B1層基
底の変位量分布からは，両断層が少なくとも後期更新世以降に一連で活動した傾向は認められない（⑮）。
・以上のことを踏まえ，総合的に評価した結果，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲は，同時活動する可能性はないと判断し，連動を考慮しない。
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＜参考＞

コメントNo.82の回答

青字：同時活動しない可能性を示唆する

赤字：同時活動する可能性を示唆する

紫下線：第1328回審査会合以降に変更した箇所※：「当社の連動評価の検討方法」の詳細は[３-１]（P.31～50）

太字下線部：同時活動の可能性の評価にあたり重視した観点



【海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果（位置図，連動評価フロー） 】

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

志賀原子力
発電所

149位置図
断層端点

推定区間

断層位置

：傾斜方向

（参考）

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

羽
咋
沖
西
撓
曲

約
2
3
.0

km

離隔距離：
約1.5㎞

同時活動の
可能性の検討

否定できない 否定できる

検討対象断層の組合せ

判断できる

A

断
層

A

断
層

主断層のみを
断層モデルとして設定

一連の断層として
断層モデルを設定

それぞれが主断層となるケースを
個別に断層モデルとして設定

別々の断層として
断層モデルを設定

右記以外

断層トレースが並走する（並走区間が一部のみの場合は除く）
かつ

断層面が地下で近づく関係にある

判断できない

１つの起震断層として
設定する

別の起震断層として
設定する

いずれが主断層
であるかの検討

主断層－副断層
の関係と判断

（ステップ１）

（ステップ２を踏まえた検討）

同時活動する可能性の
ある断層の関連性の検討

連動を考慮する
主断層のみを震源断層として考慮する

（連動に該当しない）
連動を考慮しない

主断層－主断層
の関係と判断

（ステップ２を踏まえた検討）

検討対象の両断層がいずれも孤立した
短い活断層の場合，地下に長さ20km相
当の断層面が存在するものとして検討

断層モデルの設定方法
（詳細については地震動評価

及び津波評価で説明）

赤矢印：海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の
連動の検討の流れ
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（参考）

同時活動の
可能性の検討

否定できない 否定できる

検討対象断層の組合せ

判断できる

A

断
層

A

断
層

主断層のみを
断層モデルとして設定

一連の断層として
断層モデルを設定

それぞれが主断層となるケースを
個別に断層モデルとして設定

別々の断層として
断層モデルを設定

右記以外

断層トレースが並走する（並走区間が一部のみの場合は除く）
かつ

断層面が地下で近づく関係にある

判断できない

１つの起震断層として
設定する

別の起震断層として
設定する

いずれが主断層
であるかの検討

主断層－副断層
の関係と判断

（ステップ１）

（ステップ２を踏まえた検討）

同時活動する可能性の
ある断層の関連性の検討

連動を考慮する
主断層のみを震源断層として考慮する

（連動に該当しない）
連動を考慮しない

主断層－主断層
の関係と判断

（ステップ２を踏まえた検討）

検討対象の両断層がいずれも孤立した
短い活断層の場合，地下に長さ20km相
当の断層面が存在するものとして検討

断層モデルの設定方法
（詳細については地震動評価

及び津波評価で説明）

※：括弧内の長さは，海士岬-笹波（東部）断層帯の長さ（37km），能登半島北部
沿岸域断層帯の長さ（96km）及びNT2・NT3の長さ（64km）を足し合わせた値を
記載している。

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



○海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の連動に関する文献調査を行った。

NT7

NT10 NT8

NT9

KZ1

KZ2

連動する可能性が考えられる21断層（緑色）
文科省ほか（2016）を編集，対象断層等を加筆

NT6

志賀原子力発電所

志賀原子力発電所津波断層モデルの位置
(国交省ほか（2014）に対象断層等を加筆)

志賀原子
力発電所

羽咋沖西撓曲

海士岬沖断層帯

【文献調査結果（国交省ほか（2014），文科省ほか（2016））】

○国交省ほか（2014）は，海士岬沖断層帯に対応する海底断層トレースと羽咋沖西撓曲に対応する海底断層トレースをグルーピングしていない
（左上図）。

○文科省ほか（2016）は，海士岬沖断層帯に対応するNT9と羽咋沖西撓曲に対応するKZ2の連動を考慮していない（右下図）。

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

（2） 海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の同時活動の可能性の検討 －文献調査－

志賀原子
力発電所
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○地震調査委員会（2025a）は，海士岬沖断層帯に対応する海士岬沖東断層と，羽咋沖西撓曲に対応する羽咋沖西断層を1つの断層帯として評
価していない（下図）。

【文献調査結果（地震調査委員会（2025a））】

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果
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・羽咋沖西撓曲に
対応する。

地震調査委員会（2025a）を編集，対象断層等を加筆

・海士岬沖断層帯に
対応する。

志賀原子力
発電所

0 50km

コメントNo.82の回答



岡村行信（2007）：能登半島西方海底地質図説明書，海洋地質図61(CD)，独立行政法人産業技術総合研究所地質調査総合センター．

○岡村（2007a）は，産業技術総合研究所によって実施された反射法地震探査の反射断面の解釈から，海士岬沖断層帯に対応する構造は南東傾斜，羽咋沖西撓曲に対応する構造は西傾斜の逆
断層が伏在しているとしており，断層面の傾斜が逆であることから，連続した構造ではないと判断したとしている。

37°20'

37°00
'

136°20
'

136°4
0'

0 10km

志賀原子力発電所

5ｋｍ

羽 咋 沖 盆 地

30ｋｍ

羽咋沖西撓曲

Fig.17解釈断面図（岡村，2007a）に断層名を加筆

Fig.15解釈断面図（岡村，2007a）に断層名を加筆

Fig.15（地質調査所エアガン）

羽咋市の西方沖20-30kmに,ほぼ南北方向の背斜構造が２列形成されている。いずれも東翼が急傾斜で幅が狭く，
西翼が緩傾斜で幅が広い非対称な背斜構造で，東翼の基部に逆断層が伏在していると推定される。（岡村，2007a）

羽咋沖の２つの背斜構造は北緯37°05‘付近で消滅し，その北側で北東—南西方向に延びる2-3列の背斜構造が現れる。
これらの背斜構造は北西翼が狭く急傾斜する非対称な断面構造を持ち，北西翼の基底に逆断層が伏在すると推定される。
羽咋沖の逆断層とは断層面の傾斜が逆であることから，連続した構造ではないと判断した。（岡村，2007a）

海士岬沖断層帯Fig.17（地質調査所エアガン）

【岡村（2007a）】

○海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の断層面の傾斜方向，周辺の地質構造を確認するため，文献（岡村（2007a），文科省ほか（2015），佐藤ほか（2007b））に示された音波探査記録（エアガン）を確
認した（下図，次頁，次々頁）。

○その結果，海士岬沖断層帯は南東傾斜の逆断層，羽咋沖西撓曲は西傾斜の逆断層であると推定され，地下深部で断層面が離れていく関係にある。

（参考）岡村（2007a）の解釈断面図に，海士岬沖断層帯または羽咋沖西撓曲がバックスラストとなるような逆傾斜の断層は推定されていない。

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

（2） 海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の同時活動の可能性の検討 －文献調査，海上音波探査－
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能登半島西方海底地質図（岡村，2007a）に測線位置等を加筆



○文科省ほか（2015）は，海士岬沖断層帯を横断する測線（LineC測線）から，海士岬沖断層帯に対応する構造を深度約1.5㎞まで確認しており，60°の東傾斜の断層としている。ま
た，羽咋沖西撓曲を横断する測線（I4測線）から，羽咋沖西撓曲に対応する構造を深度約7㎞まで確認しており，60°の西傾斜の断層としている。

【文科省ほか（2015）】

LineC測線（文科省ほか（2015）に断層名を加筆）

I4測線（文科省ほか（2015）に断層名を加筆）

羽咋沖東撓曲羽咋沖西撓曲

海士岬沖断層帯
笹波沖断層帯（西部）

（参考）文科省ほか（2015）の解釈断面図に，海士岬沖断層帯または羽咋沖西撓曲がバックスラストとなるような逆傾斜の断層は推定されていない。

位置図

右図記録範囲

LineC測線

I4測線

志賀原子力発電所

羽
咋
沖
西
撓
曲

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

傾斜方向
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推定区間

断層位置

羽
咋
沖
東
撓
曲

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



○佐藤ほか（2007b）は，海士岬沖断層帯を横断する測線（Line73-5測線）から，海士岬沖断層帯に対応する構造を深度約2㎞まで確認しており，南東傾斜の逆断層と
している。

【佐藤ほか（2007b）】

海士岬沖断層帯笹波沖断層帯（西部）

Line73-5測線（佐藤ほか（2007b）を編集，断層名を加筆）

下段へ続く

（参考）海士岬沖断層帯の上盤側に，逆傾斜の断層が認められるが，佐藤ほか（2007b）によれば，リフト期の正断層と推定されている。

志賀原子力発電所

Line73-5測線

位置図

羽
咋
沖
西
撓
曲

右図記録範囲

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

傾斜方向
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推定区間

断層位置

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



○海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲周辺の断層の上盤側の背斜構造の連続性を確認した。
○岡村（2007a），井上ほか（2010）に示された背斜構造（下図中 ）を確認すると，両断層間に連続する背斜構造は認められない。

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

（2） 海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の同時活動の可能性の検討 －文献調査，海上音波探査－

井上ほか（2010）岡村（2007a）

位置図 (岡村（2007a），井上ほか（2010）※に背斜構造位置等を加筆)

※：文献の凡例は第1371回審査会合 資料1-2 補足資料1.1-1
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紫字：第1328回審査会合以降に変更した箇所



○音波探査記録の確認の結果から，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の特徴をもとに，地質構造について検討を行った。

海士岬沖断層帯

○羽咋沖西撓曲は東落ちの変形が認められ，第四系が厚く分布す
る海盆（羽咋沖盆地（岡村，2007a））でN-S方向の非対称褶曲の
存在で特徴付けられる南部海域に分布する（P.157） 。

○羽咋沖西撓曲は東落ちの変形が認められ，西傾斜の逆断層と推
定される。いずれもB1層以上に変形が認められる（P.164～166） 。

○羽咋沖西撓曲は羽咋沖盆地内に位置し，羽咋沖西撓曲周辺のD
層の標高は深度-400～-800ｍ程度に分布し，断層の西側が高い
（P.158）。

羽咋沖西撓曲

○海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の境界付近を境に南
北で地質構造が大きく異なる（P.157）。

○D層の分布状況を比較すると，両断層の境界付近を境
に南北で断層周辺のD層の分布深度が大きく異なる
（P.158）。

○また， D層の分布状況は，海士岬沖断層帯は西落ちで
断層の東方の標高が高いが，羽咋沖西撓曲は東落ちで
断層の西方の標高が高く，両断層の隆起側が異なる
（P.158，162～166）。

○海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲は，並走区間はなく，
断層面の傾斜方向が異なり，断層面が地下で離れてい
く関係にある（P.159） 。

○海士岬沖断層帯は，D層（先第三紀～鮮新世）の隆起や主として
NE-SW～NNE-SSW方向の断層・撓曲の存在で特徴付けられる
北部海域に分布する（P.157）。

○海士岬沖断層帯はD層が急に落ち込む位置に西落ちの変形，隆
起帯内に西落ちの変位が認められ，南東傾斜の逆断層と推定さ
れる。中間部の記録ではB1層以上の変形は認められないものの，
北部，南部の記録ではB1層以上に変形が認められる（P.162，
163） 。

○海士岬沖断層帯は笹波沖隆起帯内と笹波沖隆起帯の西縁から
海士岬沖小隆起帯の西縁に沿って位置し，海士岬沖断層帯周辺
のD層の標高は-100～-200ｍ程度に分布し，断層の東側が高い
（P.158）。

○海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の地表トレースは，ほ
ぼ一線に近接して分布する（離隔距離：約1.5km）（端部
付近の走向差：約55°）（P.159）。

○海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲間の音波探査記録
（No.8測線）からは，断層等は認められず，両断層は連
続しない（P.161）。

（両断層の間の状況）

海上音波探査からの検討結果

（参考）海士岬沖断層帯周辺に，海士岬沖断層帯がバックスラストとなるような逆傾斜の断層は認められない
（P.162，163）。

（参考）羽咋沖西撓曲周辺に，羽咋沖西撓曲がバックスラストとなるような逆傾斜の断層は認められない
（P.164～166） 。

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

（2） 海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の同時活動の可能性の検討 －海上音波探査－
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長平礁
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岩
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No. 8測線

海士岬沖断層帯，羽咋沖西撓曲周辺の地質図及び地質断面図

断面図はH:V=1:10

地質断面図 凡例

地質図 凡例 No.6測線

海士岬沖断層帯No.104測線

No.9測線

羽咋沖西撓曲

No.11測線

羽咋沖西撓曲

No.7測線

海士岬沖断層帯

【海士岬沖断層帯，羽咋沖西撓曲周辺の地質図及び地質断面図】

○以上のことから，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の境界付近を境に南北で地質構造が大きく異なる。

○海士岬沖断層帯は，D層（先第三紀～鮮新世）の隆起や主としてNE-SW～NNE-SSW方向の断層・撓曲の存在で特徴付けられる北部海域に分布する。
○羽咋沖西撓曲は東落ちの変形が認められ，第四系が厚く分布する海盆（羽咋沖盆地（岡村，2007a））でN-S方向の非対称褶曲の存在で特徴付けられる南部海域に
分布する。

小断層群密集域

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

断層位置
推定区間

No.8測線

北
部
海
域

南
部
海
域

傾斜方向
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志賀原子力発電所

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を越えて，
  文献が図示している区間



○海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の隆起帯の連続性を確認するために，海域のD層の分布状況を比較した。
○北部海域に分布する海士岬沖断層帯は笹波沖隆起帯の西縁から海士岬沖小隆起帯の西縁に沿って位置し，海士岬沖断層帯周辺のD層の標高は-100～-200ｍ程度に分布し，
断層の東側が高い。

○南部海域に分布する羽咋沖西撓曲は羽咋沖盆地内に位置し，羽咋沖西撓曲周辺のD層の標高は-400～-800ｍ程度に分布し，断層の西側が高い。
○また，岡村（2007a）の音響基盤上面等深度線（右下図中茶線）からも，音響基盤上面は北部海域の深度が浅く，南部海域の深度が深い傾向にある。

○以上のことから，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の境界付近を境に南北で断層周辺のD層の分布深度が大きく異なる。
○また，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲は，上盤の隆起が反対側に分布する。

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

【D層の分布状況】

志賀原子力発電所

深度
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・左図は，澤田ほか（2022）を基に，金沢大学・
当社が作成したものである。

・D2層の補間処理にあたっては，水深，Q層（A
層＋B層），C層，D1層，D2層の地層境界深度
データから，各層の厚さ分布を作成し，
GMT(The Generic Mapping Tools)のsurface
コマンド（Smith and Wessel，1990）を使用し，
隣接する測線の層厚情報を用いて計算を
行った。

・D層の上面深度0mの位置は，D層に対応する
陸域の地質境界線を0mとした。

能登半島西方海底地質図
（岡村（2007a）に一部加筆）

北
部
海
域

南
部
海
域
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曲

凡 例

その他の凡例はP.152
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・海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の境界付近を
境に南北で断層周辺のD層の分布深度が大き
く異なる。
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［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

両断層の地下での形状

○海士岬沖断層帯は南東傾斜，羽咋沖西撓曲は西傾斜であり，両断層の地表トレースは，ほぼ一線に近接して分布する（離隔距離：約1.5km）（端部付近の走向差：約
55°））。

○両断層は，並走区間はなく，断層面の傾斜方向が異なり，断層面が地下で離れていく関係にある。
○海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲は，地下で離れていく関係の断層（ハの字の形態）の同時活動を考慮していない事例の「①2つの断層がほぼ一線にならぶ例（次頁，
左図）」と類似しており，同時活動する可能性を示唆するデータではないと判断した。

標高 (km) 標高 (km)

海士岬沖断層帯
（推定区間）

羽咋沖西撓曲※2

←W E→

0

-5

-10

-15

-5

-10

-15

0 5km

0

-20 -20

【地下での形状】

小断層群密集域※3

※1：断層面は偽傾斜を考慮し図示。真の傾斜はいずれ
も約60°。傾斜角については，コメントNo.83で次回以
降説明予定。

※2：羽咋沖西撓曲の傾斜角については，臨時地震観測
の結果を踏まえ，地下約5km以浅は60°，地下約
5km以深は45～60°と評価したが，地下での形状の
検討にあたっては，60°とした（P.27，29）。

※3：小断層は，基盤上部の堆積層に引張応力が生じて
形成された小規模な正断層と考えられ，地下深部ま
で連続するものではないと判断している（第1328回審
査会合 資料1-1 P.321）。

60° 45°
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右図断面位置

断層面の模式図

志賀原子力発電所

羽
咋
沖
西
撓
曲

小断層群密集域

離隔距離：約1.5㎞

：断層面（破線は推定区間，
点線は投影） ※1

断層位置

推定区間

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を越えて，
  文献が図示している区間

57°

海士岬沖断層帯
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＜地下で離れていく関係の断層（ハの字の形態）の同時活動を考慮していない事例＞

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

新庄盆地断層帯と山形盆地断層帯の例
（地震調査委員会（2007a）に一部加筆）

下図断面位置

160

○断層面の傾斜方向が異なり，地下深部で離れていく関係の断層（ハの字の形態）の組合せについては，地震調査委員会及び国交省ほか（2014）等は断層の同時活動を考慮していない。
【地震調査委員会の長期評価の事例】
① 2つの断層がほぼ一線にならび，変位の向きが異なることから，断層面が地下で離れていく関係にある（「佐賀平野北縁断層帯と水縄断層帯」，「長井盆地西縁断層帯と明神山東方付近の

断層」，「万年山－崩平山断層帯と中央構造線断層帯」）。
② 2つの断層が一部並走し，変位の向きが異なることから，断層面が地下浅部で近づく関係にあるが，地下深部では離れていく関係にある（「新庄盆地断層帯と山形盆地断層帯」）。
③ 2つの断層が並走し，変位の向きが異なることから，断層面が地下で離れていく関係にある（「新庄盆地断層帯東部と新庄盆地断層帯西部」，「山形盆地断層帯と尾花沢－楯岡断層，半郷

断層」，「櫛形山脈断層帯とその南東方の断層帯」，「十日町断層帯西部と十日町断層帯東部」，「高田平野西縁断層帯と高田平野東縁断層帯」，「伊勢湾断層帯主部と白子－野間断層」）。
【国交省ほか（2014）の事例】
• 2つの断層がほぼ一線にならび，変位の向きが異なり，断層面が地下で離れていく関係にある（「E12とE11」，「W04とE03」）（上記①に相当）（P.40）。

山形盆地断層帯

傾斜方向

新庄盆地断層帯東部と新庄盆地断層帯西部の例
（地震調査委員会（2011）に一部加筆）

佐賀平野北縁断層帯と水縄断層帯の例
（地震調査委員会（2013a）に一部加筆）

両断層の地下での形状
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・新庄盆地断層帯と山形盆地断層帯は，一部並走し，変位の
向きが異なる（新庄盆地断層帯：東傾斜，山形盆地断層帯：
西傾斜）ことから，断層面が地下浅部で近づく関係にあるが，
地下深部では離れていく関係にある。

・佐賀平野北縁断層帯と水縄断層帯は，ほぼ一線にならび，変位の向
きが異なる（佐賀平野北縁断層帯：南傾斜，水縄断層帯：北傾斜）こ
とから，断層面が地下で離れていく関係にある。
・なお，このケースについては，それぞれの断層に沿う重力異常の急
変帯が連続せず，両者の構造には不連続があることも別の起震断
層とした根拠としている。

・新庄盆地断層帯東部と新庄盆地断層帯西部は，並走し，変位の
向きが異なる（新庄盆地断層帯東部：東傾斜，新庄盆地断層帯西
部：西傾斜）ことから，断層面が地下で離れていく関係にある。

35° 45°

新庄盆地断層帯西部 新庄盆地断層帯東部

下図断面位置

35°45°

両断層の地下での形状
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水縄断層帯
（投影）

佐賀平野北縁断層帯

75°60°

下図断面位置

③ 2つの断層が並走する例① 2つの断層がほぼ一線にならぶ例
② 2つの断層が一部並走し，

地下浅部で近づくが地下深部では離れていく例

水縄断層帯

コメントNo.82の回答



○海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲間の地質構造の連続性を検討するため，両断層間の浅部の海上音波探査記録（スパーカー）を確認した。
○No.8測線には，海士岬沖断層帯及び羽咋沖西撓曲のいずれにも対応する断層等を示唆するような変位・変形は認められない。
○また，No.8測線の海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲間に断層等は認められず，両断層は連続しない。

【海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲間の音波探査記録】
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［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

右図記録範囲

凡 例

断層位置
推定区間

No.8測線（北陸電力スパーカー）

傾斜方向
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枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



【海士岬沖断層帯周辺の音波探査記録（1/2）】
○海士岬沖断層帯付近の音波探査記録からは，D層が急に落ち込む位置に西落ちの変形が認められ，No.7測線において，B1層以上に西落ちの変形，N-9W測線において，Q層に
西落ちの変形が認められる。本撓曲は相対的隆起側（東側）に背斜構造が認められ，東傾斜の逆断層が伏在することが推定される。

（参考）海士岬沖断層帯の上盤側（東側）の羽咋沖西撓曲延長付近（No.7-2測線：測点5～17付近，N-9W：測点6/5 7：50～8：15付近）のいずれの地層にも，海士岬沖断層帯がバックスラストとなるような逆傾斜の断層等を示唆する
変位，変形は認められない。
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［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

断層位置
推定区間

傾斜方向
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N-9W測線（地質調査所エアガン）

・この図面は，地質調査所（現 産業技術総合
研究所）の海上音波探査の記録を当社が独
自に解析・作成したものである。

推定区間：音波探査解析による当社評価区間
を越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



【海士岬沖断層帯周辺の音波探査記録（2/2）】
○海士岬沖断層帯付近の音波探査記録からは，D層が急に落ち込む位置に西落ちの変形が認められ，N-119測線において，Q層に西落ちの変形が認められる。中間部の記録
（No.6測線）ではB1層以上の変形は認められない。本撓曲は相対的隆起側（東側）に背斜構造が認められ，東傾斜の逆断層が伏在することが推定される。

（参考）海士岬沖断層帯の上盤側（東側）の羽咋沖西撓曲延長付近（No.6測線：測点50～55付近，N-119測線：測点6/8 23：00～6/8 23：30付近）のいずれの地層にも，海士岬沖断層帯がバックスラストとなるような逆傾斜の断層等
を示唆する変位，変形は認められない。
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右図記録範囲
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断層位置
推定区間

傾斜方向
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N-119測線（地質調査所エアガン）

・この図面は，地質調査所（現 産業技術総合
研究所）の海上音波探査の記録を当社が独
自に解析・作成したものである。

推定区間：音波探査解析による当社評価区間
を越えて，文献が図示している区間枠囲みの内容は機密事項に

属しますので公開できません。



【羽咋沖西撓曲周辺の音波探査記録（1/3）】
○羽咋沖西撓曲付近の音波探査記録からは，東落ちの変形が認められ，B1層以上に変形が認められる。本撓曲は東翼が急傾斜で幅が狭く，西翼が緩傾斜で幅が広い非対称な褶曲であり，西傾
斜の逆断層が伏在することが推定される。 

（参考）羽咋沖西撓曲の上盤側（西側）の海士岬沖断層帯延長付近（No.9-1測線：測点16～22付近）のいずれの地層にも，羽咋沖西撓曲がバックスラストとなるような逆傾斜の断層等を示唆する変位，変形は認められない。
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［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

右図記録範囲

凡 例

断層位置
推定区間

傾斜方向
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推定区間：音波探査解析による当社評価区間
を越えて，文献が図示している区間枠囲みの内容は機密事項に

属しますので公開できません。



【羽咋沖西撓曲周辺の音波探査記録（2/3）】
○羽咋沖西撓曲付近の音波探査記録を確認した結果，Q層に東落ちの変形が認められる（下図，次頁）。本撓曲は東翼が急傾斜で幅が狭く，西翼が緩傾斜で幅が広い非対称な褶曲であり，西傾
斜の逆断層が伏在することが推定される。 

（参考）羽咋沖西撓曲の上盤側（西側）の海士岬沖断層帯延長付近（N-8W測線：測点20：30～20：00付近，N-7W測線：測点6：00～5：30付近，N-6W測線：測点2：30～3：00付近）のいずれの地層にも，羽咋沖西撓曲がバックスラストとな
るような逆傾斜の断層等を示唆する変位，変形は認められない。

N-7W測線（地質調査所エアガン）

N-8W測線（地質調査所エアガン）

・この図面は，地質調査所（現
産業技術総合研究所）の
海上音波探査の記録を当
社が独自に解析・作成した
ものである。
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右図記録範囲

凡 例

断層位置
推定区間

傾斜方向
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コメントNo.82の回答

推定区間：音波探査解析による当社評価区間
を越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



【羽咋沖西撓曲周辺の音波探査記録（3/3）】

N-6W測線（地質調査所エアガン）

・この図面は，地質調査所（現
産業技術総合研究所）の
海上音波探査の記録を当
社が独自に解析・作成した
ものである。
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右図記録範囲
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コメントNo.82の回答

推定区間：音波探査解析による当社評価区間
を越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



【海士岬沖断層帯，羽咋沖西撓曲周辺の浅部記録（スパーカー）（1/2）】

No.104測線（北陸電力スパーカー）
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○No.104-1測線においてはD層の隆起や断層，撓曲が複数認められる一方で，No.104-2測線は第四系が厚く分布し断層や撓曲を示唆するような構造は認められない
（下図，次頁）。

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果
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コメントNo.82の回答

推定区間：音波探査解析による当社評価区間
を越えて，文献が図示している区間枠囲みの内容は機密事項に

属しますので公開できません。



【海士岬沖断層帯，羽咋沖西撓曲周辺の浅部記録（スパーカー） （2/2） 】

・測点70-87付近でD層が隆起してお
り（宝達山沖隆起帯） ，これに伴う
変形が測点67付近でC１層C２層
に認められる。この撓曲に関して
は岡村(2007)でも新第三紀逆断層
（伏在）として図示されている。

・また，測点58付近のC２層の背斜
は岡村(2007)でも新第三紀背斜軸
（伏在）として図示されている。
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［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

右図記録範囲

凡 例
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コメントNo.82の回答

推定区間：音波探査解析による当社評価区間
を越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



羽咋沖西撓曲

海士岬沖断層帯

ブーゲー異常図（左図：測定点なし，右図：測定点あり） 水平一次微分図

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去及び遮断波長
4kmのローパスフィルター処理を行っている。

・水平一次微分図は，左のフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

・上図は，陸域は本多ほか(2012)，国土
地理院(2006)，The Gravity Research
Group in Southwest Japan (2001)，
Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et
al. (2019)，澤田ほか（2021），海域は
産業技術総合研究所地質調査総合
センター(2013)，石田ほか（2018）を用
いて，金沢大学・当社が作成した。

仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：1mGal

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

○海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○能登半島西方海域北部には西能登堆群（岡村，2007a）が分布し，比較的高重力域であるが，南部は羽咋沖盆地（岡村，2007a）が分布し，低重力域となっている。海士岬沖断層帯は北部の高
重力域内に分布しているが，羽咋沖西撓曲は羽咋沖盆地の低重力域内に分布し，断層周辺の重力異常の分布状況が異なる。

○一方，重力異常の等重力線に対して，海士岬沖断層帯の走向はほぼ直交しており，羽咋沖西撓曲は走向に対応する重力異常急変部は認められないことから，同時活動の可能性については明
確に判断できない。

●：測定点

志賀原子力発電所

推定区間

断層位置

2023年7月31日ヒア以降の変更
左下枠に「澤田ほか（2021）」を追記

（データはもともと入っていた）

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

（2） 海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の同時活動の可能性の検討 －重力異常分布－

傾斜方向
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コメントNo.82の回答

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間
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B1層基底の変位量分布図

変
位
量
（m
）

海士岬沖断層帯※1，2

中間部南部

羽咋沖西撓曲

○海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲が後期更新世以降に一連の構造として活動した傾向があるか確認するため，B1層基底の変位量分布を検討した。
○海士岬沖断層帯のB1層基底の変位量は，南部の中央付近が大きく，端部付近で小さくなる。中間部では変位が認められない。
○羽咋沖西撓曲のB1層基底の変位量は，断層の中央付近が大きく，端部付近で小さくなる。
○以上のことから，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の端部付近でB1層基底の変位は認められず，両断層が少なくとも後期更新世以降に一連で活動した傾向は認め
られない。
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●：海士岬沖断層帯
■：羽咋沖西撓曲

・同じ位置で複数の測線で断層が認められる場合は，
より解像度が高い測線もしくは走向に直交する測線
の変位量を算出した。
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［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

（2） 海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の同時活動の可能性の検討 － B1層基底の変位量分布－

No.8

No.9No.10
No.10（800）No.11

No.12補No.4（800）

No.9

No.10
No.10（800）

No.11
No.12

補No.4（800） ※1：海士岬沖断層帯の北部周辺にはB1層が分布しない
ことから，この区間の変位量は示していない。

※2：K18測線以南の区間については，海士岬沖断層帯と
して評価しているものの，緩やかな向斜構造と解釈し
ていることから，この区間の変位量は示していない。
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推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



2007年

能登半島地震
（M6.9）

1993年
能登半島沖の地震

（M6.6）

1729年

能登・佐渡の地震
（M6.6～7.0）

Hamada et al. （2016）に
基づく断層モデル 令和6年能登半島地震

（M7.6）

能登半島周辺の過去の地震

佐藤ほか（2007a）に
基づく震源断層

・佐藤ほか（2007a）は，2007年能登半島地震
は，笹波沖断層帯（東部）に対応する断層の
最新活動によるものとしている。

・Hamada et al.（2016）は，下記のデータに基づき，
1729年能登・佐渡の地震は輪島沖セグメントの
最新活動によるものとしている。
・離水した潮間帯生物遺骸化石の年代に基づく沿
岸隆起の時期は，西暦1600～1800年である。
・この沿岸隆起を再現する輪島沖セグメントの断
層モデルの規模と変位量から，気象庁マグニ
チュード M6.9の地震規模が想定される。

・1993年能登半島沖の地震と珠洲沖セグメン
ト，禄剛セグメントとの関連性については判
断できない。

・令和6年能登半島地震（M7.6）では，門前断層帯
門前沖区間の東部（笹波沖断層帯（東部）に対
応）～能登半島北岸断層帯（猿山沖セグメント，
輪島沖セグメント，珠洲沖セグメント及び禄剛セ
グメントに対応）～富山トラフ西縁断層（NT2・
NT3に対応）の南西部にまたがる範囲で発生し
た（地震調査委員会（2024b，c））。

地震調査委員会（2025a）の海域活断層

当社が評価した断層位置
推定区間

地震調査委員会（2024c）
（気象庁作成）に基づく震
央の分布範囲

地震調査委員会（2024e）
（気象庁作成）に基づく震
央の分布範囲

地震調査委員会(2024e)：2024年11月の地震活動の評価

羽
咋
沖
西
撓
曲
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志賀原子力発電所

2024年

石川県西方沖の
地震（M6.6）

第1328回審査会合 資料1-1
P.527 一部修正

紫字：第1328回審査会合以降に変更した箇所

○能登半島北部周辺で過去に発生した地震活動について，文献調査の結果，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲は，いずれも2007年能登半島地震では活動していない（下図，P.172）。
○令和6年能登半島地震（M7.6）で海士岬沖断層帯に対応する地震活動が認められないことから，海士岬沖断層帯の北部の変位は，付随的に変位したものと判断した。このことから，海士岬沖断層帯は，
震源断層として活動していないと判断した。また，羽咋沖西撓曲は，この地震では活動していない（下図，P.173）。

○羽咋沖西撓曲は，石川県西方沖の地震（M6.6）の震源断層であるが，海士岬沖断層帯は，この地震では活動していない（下図，P.175）。
○石川県西方沖の地震（M6.6）については，2024年1月のM7.6の地震とは空間的にも時間的にも不連続があり，M7.6の地震により地震の発生を促進させるような影響を受けた活断層があるとする知見も
示されていることから，M7.6の地震の震源断層との同時活動により発生したものではなく，M7.6の地震により誘発されて発生した地震※であると考えられる。しかし，地震調査委員会が両地震を2020年
12月からの一連の活動の中で発生したとしていることから，安全側に判断し，両地震の震源断層が同時活動したとみなす。ただし，海士岬沖断層帯付近の地震活動は，海士岬沖断層帯に対応せず，
令和6年能登半島地震（M7.6）では震源断層として活動していないことから，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲が同時活動する可能性を示唆するデータではないと判断した（下図，P.175）。

・平松ほか（2025）は，石川県西方沖の地震
（M6.6）は，羽咋沖西撓曲に対応する断層
によるものとしている。

コメントNo.82の回答

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

※：本震の後，地殻内の応力変化により，
離れた場所で引き起こされた地震。



○笹波沖断層帯（東部）を震源断層とする2007年能登半島地震の地震活動が海士岬沖断層帯，羽咋沖西撓曲に拡大しているか，地震発生から
約2ヵ月間の余震分布（Yamada et al.（2008））を用いて確認を行った。

○その結果，海士岬沖断層帯の深部には，地震の発生が一部認められるが，一様な南傾斜の配列は認められない。
○また，羽咋沖西撓曲付近には，地震活動の拡大は認められない。

推定区間

断層位置

【2007年能登半島地震（地震活動）】
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傾斜方向 172

第1328回審査会合 資料1-1
P.528 再掲

コメントNo.82の回答

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

余震分布図
（Yamada et al.（2008）に2007年能登半島地震の震源断層位置等を加筆）
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【令和6年能登半島地震（M7.6）（地震活動）】

図-1 震央分布図
（波形相関DD法により再決定した震源データ：2024年1月1日～1月10日，深さ0～40km，M≧2.0）

（地震調査委員会（2024c）（気象庁作成）に断層名等を加筆）

赤線：地震調査委員会（2024a）の活断層
星形：M5.0以上の震源

傾斜方向

志賀原子力発電所

海士岬沖東断層 酒見断層 富来川南岸断層

右図範囲

図-2 震央分布図
（高橋ほか（2024）※に断層名等を加筆）

←NW SE→

海士岬沖断層帯

図-3 震源分布図
（蔵下ほか（2025）に断層名等を加筆）

NT9

NT9
←NW SE→

○令和6年能登半島地震の地震活動が海士岬沖断層帯，羽咋沖西撓曲に拡大しているか確認を行った。
○地震調査委員会（2024b，c）は，令和6年能登半島地震の震源断層は，門前断層帯門前沖区間（笹波沖断層帯（東部に対応））の東部から能登半島北岸断層帯～富山トラフ西縁断層の南西部
にまたがる範囲である150㎞程度の主として南東傾斜の逆断層であるとしており，海士岬沖東断層（海士岬沖断層帯に対応）及び羽咋沖西断層（羽咋沖西撓曲）を震源断層に含めていない。

○地震調査委員会（2024c）に示された震源データによれば，海士岬沖断層帯の北部付近に地震活動が認められるが，羽咋沖西撓曲付近には認められない（図-1）。一方，臨時地震観測を行っ
た高橋ほか（2024）及び蔵下ほか（2025）によれば ，震源域の西端部で認められる震源は北西傾斜※を示しており，海士岬沖断層帯に対応しない（図-2，図-3）。

○産業技術総合研究所（2024b）及び地震調査委員会（2025a）は，令和6年能登半島地震後に取得した高分解能音波探査・海底地形調査データと2007年から2008年にかけて取得した同等の
データを比較した結果，海士岬沖東断層（海士岬沖断層帯に対応）は，北部がわずかに変位した可能性があるとしている（次頁）。

○以上より，令和6年能登半島地震（M7.6）で海士岬沖断層帯に対応する地震活動が認められないことから，海士岬沖断層帯の北部の変位は，付随的に変位したものと判断した。このことから，
海士岬沖断層帯は，令和6年能登半島地震（M7.6）で北部がわずかに変位した可能性があるものの，震源断層として活動していないと判断した。また，羽咋沖西撓曲は，この地震では活動して
いない。

コメントNo.82の回答

※：臨時地震観測を行った知見で震源域の西端部で認められる北西傾斜の震源分布に関しては，定常観
測点データによる検討を行っている知見でも，西傾斜の断層が認められる（P.142）。この西傾斜の断層
については，Peng et al.（2025）は，本震後に活動的となった複数の二次断層が関連しているとしており，
佐藤ほか（2007a）及び佐藤（2024）で示される能登半島北西部周辺に伏在する構造が関連する可能性
がある（P.143）。

・海士岬沖断層帯付近の震源は，南東傾斜
ではなく北西傾斜を示している。

・海士岬沖断層帯付近の震源は，南東傾斜
ではなく北西傾斜を示している。

※：国際学術誌に投稿中。
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音波探査データ・海底地形調査データの比較結果
（産業技術総合研究所（2024b）に断層名等を加筆）

【令和6年能登半島地震（M7.6）（海上音波探査） 】

・産業技術総合研究所（2024b）及び地震調査委員会（2025a）は，令和6年能登半島地震
後に取得した高分解能音波探査・海底地形調査データと2007年から2008年にかけて取
得した同等のデータを比較した結果，海士岬沖東断層（海士岬沖断層帯に対応）は，北
部がわずかに変位した可能性があるとしている。

コメントNo.82の回答



水色：2024年1月1日～2024年8月31日の地震
青色：2024年9月1日～2024年11月25日の地震
赤色：2024年11月26日～2024年12月8日の地震

茶線：地震調査委員会（2024a）の活断層

震央分布図（2024年1月1日～2024年12月8日，深さ0～30㎞，M≧2.0）
（地震調査委員会（2024e）（気象庁作成）を編集）

羽咋沖西撓曲

志賀原子力発電所

・羽咋沖西撓曲付近で，1月下旬から断続的に地震活動が認められる。

【石川県西方沖の地震（2024年11月，M6.6）（地震活動）】

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果
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第1328回審査会合 資料1-1
P.531 一部修正

紫字：第1328回審査会合以降に変更した箇所

○平松ほか（2025）は 石川県西方沖の地震（M6.6）の震源域周辺で臨時地震観測を実施した結果，羽咋沖西断層（羽咋沖西撓曲に対応）へと連続するような震源分布を確認しており，当該地震
の震源断層は羽咋沖西撓曲であるとしている（P.27）。

○地震調査委員会（2024e）の「「令和6年能登半島地震」の地震活動」によれば，11月26日に発生したM6.6の地震は，これまでの「令和6年能登半島地震」の地震活動の中で二番目に大きな規模
の地震であるとされ，地震調査委員会（2025b）は，2020年12月からの一連の活動の中で，2024年1月のM7.6の地震，2024年11月のM6.6の地震が発生したとしている。

○地震調査委員会（2024e）は，気象庁が作成した2024年1月1日～12月8日までの震央分布図を掲載しており（下図），これによれば，石川県西方沖の地震（M6.6）の地震活動（図中赤丸）は，羽咋
沖西撓曲付近に認められるが，海士岬沖断層帯付近には認められず，北東方に拡大していない。

○また，石川県西方沖の地震（M6.6）の地震活動は，2024年1月のM7.6の地震活動とは走向が異なり連続せず，約11ヵ月の時間差で発生しているが，羽咋沖西撓曲付近には2024年1月下旬から
断続的に地震活動が認められる（下図）。

○地震調査委員会（2025b）は，M7.6の地震活動により地震を促進させるような影響を受けた活断層があり，石川県西方沖の地震（M6.6）は，M7.6の地震の震源断層とは異なる断層が活動したも
のと考えられるとしている。

海士岬沖断層帯

・石川県西方沖の地震（M6.6）の地震活動
（図中赤丸）は，海士岬沖断層帯付近には
認められない。
・海士岬沖断層帯付近に認められる地震活
動（図中水色丸，青丸）は，海士岬沖断層
帯に対応しない（P.173）。

○以上のことから，石川県西方沖の地震（M6.6）については，2024年1月のM7.6の地震とは空間的にも時間的にも不連続があり，M7.6の地震により地震の発生を促進させるような影響を受けた活
断層があるとする知見（地震調査委員会（2025b））も示されていることから，M7.6の地震の震源断層との同時活動により発生したものではなく，M7.6の地震により誘発されて発生した地震※であ
ると考えられる。一方，羽咋沖西撓曲付近には2024年1月下旬から断続的に地震活動が認められ，また，地震調査委員会は両地震を2020年12月からの一連の活動の中で発生したとしているこ
とから，安全側に判断し，両地震の震源断層が同時活動したとみなす。ただし，海士岬沖断層帯付近の地震活動（図中水色丸，青丸）は，海士岬沖断層帯に対応せず，令和6年能登半島地震
（M7.6）では震源断層として活動していない（P.173）ことから，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲が同時活動する可能性を示唆するデータではないと判断した。

コメントNo.82の回答

※：本震の後，地殻内の応力変化により，
離れた場所で引き起こされた地震。



検討項目

検討結果

羽咋沖西撓曲 断層間の状況 海士岬沖断層帯 断層間の状況 笹波沖断層帯（東部） 断層間の状況
能登半島北部沿岸域断層帯

断層間の状況 NT2・NT3
猿山沖
セグメント

輪島沖
セグメント

珠洲沖
セグメント

禄剛
セグメント

地 

形 

及 

び 

地 

質 

構 

造

文
献
調
査

産総研
岡村（2002）
岡村（2007a）
岡村（2007b）
井上・岡村（2010）

（P.152）

・かつてのハーフグラーベン
が隆起した盆地反転構造
（岡村，2007a）。

・断層面の傾斜が逆であることか
ら，連続した構造ではないと判
断している（岡村，2007a）。

・完新統に変形を与える活断層
（井上・岡村，2010）。

・両断層間の連動については，
言及していない。

・中新統褶曲帯の北縁部に沿って
発達する南東傾斜の逆断層から
なり，中新世の逆断層が再活動
することによって形成された可能
性が高い（井上・岡村，2010）。

・両断層間の連動については，
言及していない。

・中新統褶曲帯の北縁部に沿って
発達する南東傾斜の逆断層から
なり，中新世の逆断層が再活動
することによって形成された可能
性が高い（井上・岡村，2010）。

・両断層間の連動については，
言及していない。

・能登半島北方沖の断層・背斜
構造の大部分は，後期中新世
に成長したと考えられるが，一
部の断層・褶曲構造はその後
も活動している（岡村，2002）。

国交省ほか（2014）
（P.150）

・海底断層トレースを図示し
ている。

・両断層をグルーピングしていな
い。

・海底断層トレースを図示してい
る。

・両断層をグルーピングして
いない。

・海底断層トレースを図示してい
る。

・両断層をグルーピングしてい
ない。

・両断層をグルーピングして
いない。

文科省ほか
（2015，2016）

（P.150）

・両断層の連動は考慮していない。
・両断層の連動は考慮してい
ない。

・両断層の連動は考慮してい
ない。

・両断層の連動は考慮してい
ない。

地震調査委員会
（2024b,c,2025a）
（P.151）

・1つの断層帯として評価していな
い。

・1つの断層帯として評価して
いない。

・1つの断層帯として評価していない。 ・1つの断層帯として評価していない。

地
球
物
理
学
的
調
査

海
上
音
波
探
査
（ 

Ｐ.

１
５
６
）

走向 N-S ・端部付近の走向差約55°※ NNE-SSW ・走向差約30° NNE-SSW～ENE-WSW
・走向差：約10°
（端部付近）約60°※ ENE-WSW ・端部付近の走向差ほぼなし NE-SW

傾斜
西（地下5km以浅：約60°，
地下5km以深：約45～60°）

・両断層の隆起側が異なる。
・両断層の断層面の傾斜方向が
異なり，断層面が地下で離れて
いく関係にある。

南東
（約60°）

・傾斜方向は同じ。
南東

（約60°）

・傾斜方向は同じ。
（端部付近）傾斜方向は異なり，
並走区間で断層面が地下深
部で近づく関係にある。

南東
（約40～50°）

・両断層の隆起側が異なる。
・両断層の断層面の傾斜方向
が異なり，並走区間（約
11km）で断層面が地下深部
で近づく関係にある。

北西
（約45～50°）

[

地
質
構
造
の
連
続
性]

断層

活動性・
分布

・撓曲からなり，B1層以下に
変形が認められる。
・羽咋沖盆地内に分布し，C
層及びB層が厚く堆積する。

・両断層の境界付近を境に南北で
地質構造，D層の分布状況が大
きく異なる。
・両断層は，ほぼ一線に近接して
分布する。

離隔距離：約1.5km

・断層及び撓曲からなり，北部及び
南部はA層以下に変位，変形が
認められるが，中間部はB1層以
上に変位，変形は認められない。
・断層は笹波沖隆起帯内に分布し，
撓曲は海士岬沖小隆起帯西縁
から笹波沖隆起帯西縁に沿って
分布する。

・両断層は同じ隆起帯（笹波沖
隆起帯）に分布する。
・両断層は一部並走区間を
伴って近接して分布し，深部
から分岐している可能性があ
る。

離隔距離：約2.5㎞

・断層からなり，A層以下に変位，
変形が認められる。
・笹波沖隆起帯の北縁に沿って
分布する。

・両断層は，直線状に連続しな
いが，一部並走区間を伴って
近接して分布する。
離隔距離：約2km
（直線的な区間は約7.5kmの離隔で
ステップ）

・断層及び撓曲からなり，A層以
下に変位，変形が認められる。
・短い断層及び撓曲が雁行状に
分布し，南西端付近でNNE-
SSW方向に屈曲する。

・両断層は直線状に連続しな
いが，一部並走区間を伴っ
て分布する。

離隔距離：約16km

・断層からなり，Q層以下に変位，
変形が認められる。
・大陸斜面基部に分布する。

上盤側の
背斜構造
（文献調査)

(P.155)

・断層の上盤側に背斜構造
を図示している（岡村，
2007a）。

・両断層間に連続する背斜構造
は認められない。

・南部の上盤側に背斜構造を図
示している（井上ほか，2010）。

・両断層間に連続する背斜構
造は認められない。

・断層の上盤側に背斜構造を図
示している（井上ほか，2010）。

・両断層間に連続する背斜構
造は認められない。

・断層の上盤側に背斜構造を図
示している（尾崎ほか，2019）。

・両断層間に連続する背斜構
造は認められない。

・断層の上盤側に背斜構造を図
示している（岡村，2002）。

重力探査
[重力異常分布]

（P.169）

・対応する重力異常急変部
は認められない。

・断層周辺の重力異常の分布状況
が異なる。
・端部付近に重力異常との明確な
対応が認められず，両断層間の
構造の有無について判断できない。

・等重力線に直交し，重力異常との
対応は認められない。

・端部付近に重力異常との明確
な対応が認められず，両断層
間の構造の有無について判断
できない。

・等重力線に沿って分布し，上盤
側に高重力域，下盤側に低重
力域が分布する。

・猿山沖セグメントの南方（上盤
側）の高重力域は笹波沖断層
帯（東部）の北方（下盤側）に連
続しており，両セグメント間に連
続する構造は認められない。

・等重力線に沿って分布し，上盤
側に高重力域，下盤側に低重
力域が分布する。

・端部付近に重力異常との明
確な対応が認められず，両
断層間の構造の有無につい
て判断できない。

・対応する重力異常急変部は認
められない。

B1層基底の
変位量分布等

（P.170）

・中央付近が大きく，端部に
向かって小さくなる。

・両断層の変位量は端部に向
かって小さくなり，端部付近で変
位は認められない。

・南部では中央付近が大きく，端
部に向かって小さくなる。
・中間部では変位が認められない。
・北部の平均変位速度は，0.25～
1.17（m／千年）である。

・両断層の平均変位速度は，
ほぼ同程度の値を示す。

・中央付近が大きく，端部に向
かって小さくなる。
・笹波沖断層帯（東部）の平均変
位速度は，0.17～0.58（m／千
年）である。

・両セグメントの変位量は端部
に向かって小さくなり，端部付
近で変位は認められない。

・セグメント毎に中央付近が大き
く，端部に向かって小さくなる。
・セグメントの境界は一部並走す
る。

不明
セグメント周辺にはB1層が区分
できる測線（スパーカー，ブー
マー等）がない。

断

層

の

活
動

履

歴

[

変
位
量
・
地
震
活
動]

過
去
の
地
震
と
の
対
応

2007年能登半島地震
（M6.9）（P.171）

・地震活動は，笹波沖断層帯
（東部）の南方に拡大してい
ない。

・地震活動は，笹波沖断層帯
（東部）の北東方に拡大して
いない。

令和6年能登半島地
震（M7.6）（P.171）

石川県西方沖の地震
（M6.6）（P.171）

・地震活動は，羽咋沖西撓曲の北
東方に拡大していない。

評価結果

・海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲について，両断層の連動を考慮した文献はない。
・また，当社の連動の検討の結果からも，地表トレースはほぼ一線に近接して分布
するものの，両断層の境界付近を境に南北で地質構造，D層の分布状況及び重
力異常分布が大きく異なることや地下で断層面が離れていく関係にあるなど，同
時活動しない可能性を示唆するデータが多数存在することから，総合的に評価し，
連動を考慮しない。

・海士岬沖断層帯と笹波沖断層帯（東部）について，両断層の連動
を考慮した文献はない。
・ただし，当社の同時活動の可能性の検討の結果，一部並走区間
を伴って近接して同じ隆起帯に分布し，深部から分岐している可
能性があるなど，同時活動する可能性を示唆するデータが多数存
在することから，総合的に評価し，連動を考慮する。

・地震調査委員会（2024c）は，笹波沖断層帯（東部）と能登半島北
部沿岸域断層帯について，令和6年能登半島地震の震源断層と
して，同時活動したとしている。
・また，当社の同時活動の可能性の検討の結果からも，一部並走
区間を伴って近接して分布し，地下深部で近づく関係にあるなど，
同時活動する可能性を示唆するデータが多数存在することから，
総合的に評価し，連動を考慮する。

・地震調査委員会（2024c）は，能登半島北部沿岸域断層帯とNT2・NT3について，
令和6年能登半島地震の震源断層として，同時活動したとしている。
・また，当社の同時活動の可能性の検討の結果からも，一部並走区間を伴って，
並走区間で断層面が地下深部で近づく関係にあるなど，同時活動する可能性を
示唆するデータが多数存在することから，総合的に評価し，連動を考慮する。

○海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲については，連動の検討の結果，連動を考慮しないと評価した。
○海士岬沖断層帯については，隣接する断層との連動の検討の結果，海士岬－笹波（東部）－能登北岸—NT2・NT3断層帯の連動を考慮している。
○ここでは，羽咋沖西撓曲，海士岬沖断層帯，笹波沖断層帯（東部），能登半島北部沿岸域断層帯及びNT2・NT3を対象に，連動評価に関連する下表の検討項目について，取得データ及びこれまでの評価内容を整理・比較した。
○その結果，海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲間については，連動を考慮したケースと異なり，同時活動しない可能性を示唆するデータが多数存在することから，上記評価は妥当であることを確認した。

門前断層帯 能登半島北岸断層帯 富山トラフ西縁断層羽咋沖西断層

NT8

門前沖セグメント

NT6 NT5 NT4

・NT4-NT5-NT6の連動を考慮している。

NT3 NT2

・NT2-NT3の連動を考慮している。

F43 F42

KZ2

猿山沖
セグメント

輪島沖
セグメント

珠洲沖
セグメント

NT9

海士岬沖東断層

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

（3） 海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果の妥当性確認

震源断層

震源断層（笹波沖断層帯（東部），能登半島北部沿岸域断層帯，NT2・NT3の南西部に対応する断層にまたがる範囲）

・令和6年能登半島地震の震源断層と評価（笹波沖断層帯（東部），能登半島北部沿岸域断層帯，NT2・NT3の南西部に対応する断層にまたがる範囲）
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第四紀ひずみ集中帯

※：地震調査委員会による起震断層の設定の事例において，断層帯同士で（接合部付近の）走向が異なる場合は，別の起震断層と評
価していることを踏まえ，走向が異なる（図読45°以上）場合は，連動しない可能性を示唆するデータと判断した（P.42）。

：データがない箇所赤字：同時活動する可能性を示唆する
青字：同時活動しない可能性を示唆する

：文献で示されている範囲

第1328回審査会合 資料1-1
P.532 一部修正

震源断層

コメントNo.82の回答

紫下線：第1328回審査会合以降に変更した箇所

太字下線部：同時活動の可能性の評価にあたり重視した観点



【海士岬沖断層帯，羽咋沖西撓曲及び隣接する断層の連動の検討結果（位置図）】

位置図

志賀原子力発電所

能登半島北部沿岸域断層帯とNT2・NT3
【主な検討結果】
・地震調査委員会（2024b,c）は，笹波沖断層帯
（東部）と能登半島北部沿岸域断層帯について，
令和6年能登半島地震の震源断層として，同時
活動したとしている。

・両断層の隆起側が異なる。
・両断層の端部付近の走向差はほぼない。
・両断層の断層面の傾斜方向が異なり，並走区
間（約11km）で断層面が地下深部で近づく関係
にある。

・両断層はひずみ集中帯内で一部並走区間を
伴って分布する（並走区間：約11km） （離隔距
離：約16km） 。

⇒両断層の連動を考慮する。

断層端点

推定区間

断層位置

笹波沖断層帯（東部）と能登半島北部沿岸域断層帯
【主な検討結果】
・地震調査委員会（2024b,c）は，笹波沖断層帯（東部）と能
登半島北部沿岸域断層帯について，令和6年能登半島地
震の震源断層として，同時活動したとしている。

・両断層は，ひずみ集中帯内で一部並走区間を伴って近接
して分布し，地下深部で近づく関係にある（離隔距離：約
2km） 。

⇒両断層の連動を考慮する。
海士岬沖断層帯と笹波沖断層帯（東部）
【主な検討結果】
・両断層の連動を考慮した文献はない。
・両断層は同じ隆起帯（笹波沖隆起帯）に分布す
る。

・両断層は，ひずみ集中帯内で一部並走区間を
伴って近接して分布し，深部から分岐している
可能性がある（離隔距離：約2.5km） 。

⇒両断層の連動を考慮する。

海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲
【主な検討結果】
・両断層の連動を考慮した文献はない。
・両断層の隆起側が異なる。
・両断層の端部付近の走向が異なる（走向差：約

55°）。
・両断層の断層面の傾斜方向が異なり，断層面が
地下で離れていく関係にある。

・両断層はひずみ集中帯内でほぼ一線に近接して
分布する（離隔距離：約1.5km）。

・両断層の境界付近を境に南北で地質構造，D層
の分布状況及び重力異常分布が大きく異なる。

⇒両断層の連動を考慮しない。

［３-５］海士岬－笹波（東部）－能登北岸－NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の連動の検討結果

傾斜方向 177

第1328回審査会合 資料1-1
P.533 一部修正

赤字：同時活動する可能性を示唆する
青字：同時活動しない可能性を示唆する
紫下線：第1328回審査会合以降に変更した箇所

コメントNo.82の回答

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

太字下線部：同時活動の可能性の評価にあたり重視した観点

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。
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○連動評価の検討対象断層として選定した34の組合せ（P.4）及び検討対象断層の組合せに含まれていない後期更新世以降の活動が否定できない断層等についてのM-Δ図を
以下に示す。

○34の組合せのうち，海域に関連する検討対象断層の組合せ（▲，△）（21ケース）と陸域に関連する検討対象断層の組合せ（●）（13ケース）のうち，敷地への影響が相対的に
大きい８ケースについては， 黄色網掛けを行った。

○当資料では，v 海士岬-笹波（東部）-能登北岸断層帯とNT2・NT3，vi 笹波（全長）-能登北岸断層帯とNT2・NT3，vii 笹波（全長）-能登北岸断層帯-NT2・NT3断層帯と羽咋沖西
撓曲，viii 海士岬-笹波（東部）-能登北岸断層帯-NT2・NT3断層帯と羽咋沖東撓曲，ix 海士岬-笹波（東部）-能登北岸断層帯-NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲の説明を行
う。

○なお，拡大図（敷地の距離が10km～30kmかつM6.6以上の規模）に関しては，次頁に示す。

Ｍ－Δ図（検討対象断層として選定した組合せ）

xxix富山湾西側海域断層帯と砺波平野（西部）-高岡断層帯

xxxi 砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯

xxx 砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層

xxxiii 魚津断層帯と能登半島東方沖の断層

・この図は，断層長さから推定されるマグニチュード（M）と敷地からの
距離（Δ）※3の関係から，各断層による敷地への影響を簡易的に
比較するために作成したものである。

・地震動評価では，孤立した短い活断層として評価している断層につ
いては審査ガイドを踏まえ，地震発生層を飽和する断層面を考慮
してMを設定するが，ここでは全ての断層等について松田（1975）
による断層長さとマグニチュードの関係式によりMを算出した。

・Ⅳ，Ⅴ，Ⅵは，旧気象庁震度階級で，震度の境界線は村松
（1969），勝又・徳永（1971）による。

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

※1：並走して分布する断層の組合せであることから，連動を考慮した場合でも全体としての
断層長さが個別断層の長さを超えることはなく，敷地からの距離も変わらないため ，個
別断層の値を図示する。

※2：第1328回審査会合時に検討対象断層の組合せとして選定していた「笹波沖断層帯（全
長）と羽咋沖西撓曲」，「海士岬沖断層帯と羽咋沖東撓曲」及び「海士岬沖断層帯と羽
咋沖西撓曲」については，「vii 笹波（全長）-能登北岸断層帯-NT2・NT3断層帯と羽咋
沖西撓曲」，「viii 海士岬-笹波（東部）-能登北岸断層帯-NT2・NT3断層帯と羽咋沖東
撓曲」及び「ix 海士岬-笹波（東部）-能登北岸断層帯-NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓
曲」を追加して図示する。

※3：敷地と断層の両端点を結んだ線分の中点の距離から算出

xxii 邑知潟南縁-森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）
（砺波平野断層帯（西部）※1）

xxvi 能都断層帯と滝ノ坊断層
xxvii 能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層

（能都-滝ノ坊断層帯※1）

xxviii 砺波平野断層帯（西部）と高岡断層

xxxiv KZ6と石川県西方沖の断層

v 海士岬-笹波（東部）-能登北岸断層帯とNT2・NT3

vi 笹波（全長）-能登北岸断層帯とNT2・NT3

iv 笹波沖断層帯（全長）と能登
半島北部沿岸域断層帯

iii 海士岬-笹波（東部）と能登北部沿岸域断層帯

xxvii 能都-滝ノ坊断層帯と富山湾
西側海域断層（富山湾西側
海域断層帯※1）

敷地周辺陸域，敷地周辺海域の断層について，それぞれのM-Δ図は第1371回審査会合 資料1-2 補足資料2.1-1

Ⅷ 福井平野東縁断層帯

Ⅴ 牛首断層帯

Ⅵ 跡津川断層帯

Ⅸ～Ⅻ 糸魚川－静岡構造線活断層系

xiii 富来川南岸断層と酒見断層
（富来川南岸断層※1）

xxi 邑知潟南縁断層帯と森本・富樫断層帯
xxii 邑知潟南縁-森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）

（邑知潟南縁-森本・富樫断層帯※1）

ⓢ NT1

ⓑ 沖ノ瀬断層

ⓡ 能登半島北方沖断層ⓠ KZ5

xxxii 呉羽山断層帯と魚津断層帯

xi 碁盤島沖断層と富来川南岸断層

vii 笹波（全長）-能登北岸-NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲※2

ix 海士岬-笹波（東部）-能登北岸-NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲※2

x 福浦断層と兜岩沖断層（
福浦断層※1）

x 福浦断層と兜岩沖断層（
兜岩沖断層※1）

【凡 例】

≪マーカー≫

陸域に関連する検討対象断層の組合せ（連動を考慮した場合）

海域に関連する検討対象断層の組合せ（連動を考慮した場合）
（第1328回審査会合時点で既に連動を考慮しているものと
今回連動を考慮したもの）

▲

●

黄色網掛け：敷地への影響が相対的に大きいケース

（マグニチュード（M）がより大きい，かつ，敷地からの距離（Δ）がより小さいものが他に存在しない断層の組合せ）

後期更新世以降の活動が否定できない断層等（陸域）●

△ 海域に関連する検討対象断層の組合せ（連動を考慮した場合）
（第1328回審査会合時点で連動を考慮していないもの）

後期更新世以降の活動が否定できない断層等（海域）▲

xviii 笹波沖断層帯（全長）とKZ3・KZ4

xxv 前ノ瀬東方断層帯と
能登半島北部沿岸域断層帯

xii 碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯
（碁盤島沖断層※1）

拡大図（次頁）

xxiv 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層

xxiii 前ノ瀬東方断層帯
とKZ3・KZ4

xvii 眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯
（眉丈山第２断層※1）

xiv 富来川南岸断層と富来川断層

viii  海士岬-笹波（東部）-能登北岸-NT2
・NT3断層帯と羽咋沖東撓曲
（海士岬沖断層帯と羽咋沖東撓曲※2）

vii 笹波（全長）-能登北岸-NT2・NT3
断層帯と羽咋沖西撓曲

(笹波沖断層帯（全長）と羽咋沖西撓曲※2)

※1：並走して分布する断層の組合せであることから，連動を考慮した場合でも
全体としての断層長さが個別断層の長さを超えることはなく，敷地からの
距離も変わらないため ，個別断層の値を図示する。

※2：「vii 笹波（全長）-能登北岸断層帯-NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲」につ
いては，全体が連動するケースよりも，近接して分布する２断層（笹波沖
断層帯（全長）と羽咋沖西撓曲）のみが連動したケースの方が，敷地から
の距離（Δ）が小さいことから，２断層のみが連動したケースも図示する。

M-Δ図

viii 海士岬-笹波（東部）-能登北岸-NT2・NT3断層帯と羽咋沖東撓曲※2

巻末資料１ M-Δ図

M-Δ図



【Ｍ-Δ図（拡大図）】
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・連動評価にあたって検討することとした断層の組合せについてのM-Δ図の拡大図を以下に示す。

・この図は，断層長さから推定されるマグニチュード（M）と敷地からの距離（Δ）※3の関係か
ら，各断層による敷地への影響を簡易的に比較するために作成したものである。

・地震動評価では，孤立した短い活断層として評価している断層については審査ガイドを踏
まえ，地震発生層を飽和する断層面を考慮してMを設定するが，ここでは全ての断層等に
ついて松田（1975）による断層長さとマグニチュードの関係式によりMを算出した。

・Ⅴ，Ⅵは，旧気象庁震度階級で，震度の境界線は村松（1969），勝又・徳永（1971）による。

※3：敷地と断層の両端点を結んだ線分の中点の距離から算出

※1：並走して分布する断層の組合せであることから，連動を考慮した場合でも全体としての断層長さが個別断層
の長さを超えることはなく，敷地からの距離も変わらないため ，個別断層の値を図示する。

Ｍ－Δ図 拡大図
（敷地からの距離が10km～30kmかつM6.6以上の規模）

【凡 例】

≪マーカー≫

▲

●

△

陸域に関連する検討対象断層の組合せ（連動を考慮した場合）

海域に関連する検討対象断層の組合せ（連動を考慮した場合）
（第1328回審査会合時点で既に連動を考慮しているものと
今回連動を考慮したもの）

海域に関連する検討対象断層の組合せ（連動を考慮した場合）
（第1328回審査会合時点で連動を考慮していないもの）

黄色網掛け：敷地への影響が相対的に大きいケース
（マグニチュード（M）がより大きい，かつ，敷地からの距離（Δ）が
より小さいものが他に存在しない断層の組合せ）

※2：第1328回審査会合時に検討対象断層の組合せとして選定していた「笹波沖断層帯（全長）と羽咋沖西撓曲」，
「海士岬沖断層帯と羽咋沖東撓曲」及び「海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲」については，「vii 笹波（全長）-能登
北岸断層帯-NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲」，「viii 海士岬-笹波（東部）-能登北岸断層帯-NT2・NT3断層帯
と羽咋沖東撓曲」及び「ix 海士岬-笹波（東部）-能登北岸断層帯-NT2・NT3断層帯と羽咋沖西撓曲」を追加して
図示する。

ii  海士岬沖断層帯と笹波沖断層帯（東部）

xvi 眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯

xix 能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯

xvii 眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯
（邑知潟南縁断層帯※1）

xx 能登島半の浦断層帯と能都断層帯

xvii 眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯
（眉丈山第２断層※1）

xiv 富来川南岸断層と富来川断層

Ⅴ

Ⅵ

xiii 富来川南岸断層と酒見断層（酒見断層※1）
xv 酒見断層と海士岬沖断層帯（酒見断層※1）

i 海士岬沖断層帯と笹波沖断層帯（全長）
（海士岬沖断層帯※1）

xii 碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯
（海士岬沖断層帯※1）

xv 酒見断層と海士岬沖断層帯
（海士岬沖断層帯※1）

i 海士岬沖断層帯と笹波沖断層帯（全長）
（笹波沖断層帯（全長）※1）

viii  海士岬-笹波（東部）-能登北岸-NT2
・NT3断層帯と羽咋沖東撓曲
（海士岬沖断層帯と羽咋沖東撓曲※2）

ix 海士岬-笹波（東部）-能登北岸-NT2・
NT3断層帯と羽咋沖西撓曲
（海士岬沖断層帯と羽咋沖西撓曲※2）

vii 笹波（全長）-能登北岸-NT2・NT3断層帯
と羽咋沖西撓曲
(笹波沖断層帯（全長）と羽咋沖西撓曲※2)

巻末資料１ M-Δ図
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巻末資料２ 敷地周辺の地形，地質・地質構造



志賀原子力
発電所

宝立山
469m

鉢伏山
544m

桑塚山
409m

石動山
564m

宝達山
637m

能登半島の海成段丘の分布
（町田ほか（2006）に発電所位置等を加筆）

・能登半島では北岸を除く広い範囲に，形成時代の異なる多数の段丘面
の存在が知られている。
・ステージ5eに対比されるM1面は連続性がよく，北部の120mから南部の
15mと全体として北高南低の傾動が顕著であるとされている。
・能登半島は，その地形学的特徴からいくつかの地塊（山地）に区分されて
いる。

189

1. 敷地周辺の地質・地質構造について 1.1 敷地周辺の地形，地質・地質構造

1.1 (1) 地形 －能登半島の地形－

能登半島の段彩図
（国土地理院10mDEMを使用してGMT（Wessel and Smith，1998）により作成）

志賀原子力
発電所

・能登半島北部では，NE‐SW方向に伸びる海岸線や低山・丘陵の稜線で
特徴づけられ，低山・丘陵の稜線は北西側に偏在している。
・敷地が位置する能登半島中部では，標高200m以下の平頂丘陵となる。
・能登半島南部では， NE‐SW方向を示す急峻な山地が延びている。

○能登半島北部は，NE-SW方向に延びる海岸線や低山・丘陵の稜線で特徴づけられ，低山・丘陵の稜線は北西側に偏在している。敷地が位置
する半島中部では，標高200m以下の平頂丘陵となる。半島南部では，NE-SW方向を示す急峻な山地が延びている。

○北岸を除く広い範囲に，形成時代の異なる多数の段丘面の存在が知られている。MIS5eに対比されるM1面は連続性がよく，北部の標高120m
から南部の標高15mまで，全体として北高南低の傾動が顕著であるとされている。

第1371回審査会合 資料1-1
P.40 再掲

巻末資料２ 敷地周辺の地形，地質・地質構造

（1） 地形 －能登半島の地形－
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巻末資料２ 敷地周辺の地形，地質・地質構造

(1) 地形 －敷地周辺陸域 段丘面分布図－ 野原他（2007）より仕様等抜粋
※精度・・・0.1ｍ以内

・敷地周辺陸域には，海岸線に沿って
平坦な地形面である海成段丘面が
広く連続して分布している。

・敷地周辺の海成段丘面は，最高位
段丘面（Ⅰ～Ⅵ面），高位段丘面（Ⅰ
～Ⅴ面），中位段丘面（Ⅰ～Ⅲ面）等
に区分される。

当社による
面区分

太田・平川（1979）
による面区分

小池・町田（2001）
による面区分

中位段丘Ⅲ面 M3 mT5a

中位段丘Ⅱ面 M2 mT5c

中位段丘Ⅰ面 M1 mT5e

高位段丘面群 H1～H4，T7 mT7～mT15

最高位段丘面群 T1～T6 mT17～mT27

面区分対比表

志賀原子力
発電所

航空レーザ計測による地形データを基に作成した赤色立体地図

5km

30km 30km

5km

志賀原子力
発電所

敷地周辺陸域の段丘面分布図

○文献※1による段丘面区分を踏まえ，空中写真判読，航空レーザ計測により取得した詳細な地形データ※2を用いて，段丘面分布図を作成した。

○敷地周辺陸域には，海岸線に沿って平坦な地形面である海成段丘面が広く連続して分布している。

○敷地周辺の海成段丘面は，最高位段丘面群，高位段丘面群及び中位段丘面（Ⅰ～Ⅲ面）等に区分した。このうち，中位段丘Ⅰ面はMIS5e（約12
～13万年前），高位段丘面はMIS5eより古い高海面期に形成されたと評価した。

※1：主な文献については，第
1371回審査会合 資料1-2 
補足資料1.1-1

※2：航空レーザ計測データから
1mDEMを作成した。航空
レーザ計測の仕様について
は，第1193回審査会合 資
料3-2 補足資料1.1-2

この図は，航空レーザ計測データから作成した1mDEM

を用いた赤色立体地図を使用したものである。

第1371回審査会合 資料1-1
P.41 再掲



AT

Aso-4

K-Tz

SK

ステージ5d以降に
赤褐色土壌化

ステージ5eに対比

ステージ7に対比

ステージ5d以降に
赤褐色土壌化

ステージ6以降に
赤色土壌化

※赤色土は下末吉期の温暖な気候
を経て形成されたと考えられ，高
位段丘を識別する重要な特徴とさ
れている（松井・加藤(1965)，成瀬
(1974)，阿部ほか(1985)）。

同位体
ステージ

海水準変動曲線（Siddall et al.（2006）に基づく）

段丘構成層，テフラの調査

山側→←海側

中位段丘
Ⅰ面

高位段丘

Ⅰ面

高位段丘

Ⅱ面

高位段丘
Ⅲ面

高位段丘
Ⅳ面

高位段丘
Ⅴ面

最高位
段丘面群

1 5c 5e

赤色土壌※の形成
土 壌 化

3 5a 7

※

赤褐色土壌の形成

9

・敷地付近には中位段丘Ⅱ面（ステージ5cに形成）は分布しない。
・中位段丘Ⅰ面にステージ5cの段丘堆積物が混在しないことに関す
る検討結果については，データ集3を参照

海
水
準

 (
m

)

-150

-100

-50

0

年代（万年前）
0 10 20 30

テ フ ラ

巻末資料２ 敷地周辺の地形，地質・地質構造

(1) 地形 －敷地周辺陸域 段丘面の編年－

※SKを確認した敷地北方ピット，安部屋表土はぎの調査データは，補足資料1.4-1(●) P.5.3-1-3～12

○中位段丘Ⅰ面の前縁にて被覆層である赤褐色土壌の下部に三瓶木次テフラ（SK）（10.5万年前；町田・新井，2011）を確認したことから，中位段
丘Ⅰ面はSK降灰直前の高海面期であるMIS5e（約12～13万年前）に形成されたと評価した。

○高位段丘Ⅰ面は，MIS5eの旧汀線高度より高い標高に分布することから，MIS5eより古い高海面期に形成されたと評価した。

11 9
7e 7c 7a

5e

5a5c

SK（10.5万年前）

海水準変動曲線

海
水
準

SK降灰直前の
高海面期

敷地北方
ピット

安部屋表土はぎ

（約21m）

段丘面内縁

旧汀線高度

中位段丘Ⅰ面，高位段丘Ⅰ面の模式断面図

SK

SK

191
MⅠ段丘堆積物：中位段丘Ⅰ面を構成する海成堆積物
HⅠa段丘堆積物：高位段丘Ⅰa面を構成する海成堆積物

※SKを確認した敷地北方ピット，安部屋表土はぎの調査データは，
補足資料1.4-1(●) P.5.3-1-3～12

第1371回審査会合 資料1-1
P.42 再掲



192敷地前面調査海域の海底地形図（音響測深により取得したデータをもとに当社作成）

海士岬

志賀原子力発電所

滝崎

前
ノ
瀬

長
平
礁

笹波

巻末資料２ 敷地周辺の地形，地質・地質構造

(1) 地形 －敷地前面調査海域 海底地形図－

位置図

左図拡大範囲

○敷地前面調査海域は，水深約250m以浅の大陸棚及び大陸斜面からなり沖合いに向かって深度を増している。
○海士岬以北の海域では，大陸棚と大陸斜面との区別が不明瞭であるが，沿岸の安右エ門礁を伴う斜面部分，沖合いの前ノ瀬及び長平礁を伴う起伏に富
んだ部分並びにこれらの間に位置する中央の平坦面部分からなる。

○海士岬以南の海域では，水深約140m～約170mの傾斜変換部を境にして，沿岸側の大陸棚とその沖合いの大陸斜面からなる。
○大陸棚は，小規模な起伏を伴う平坦な形状を示し，3/1,000～10/1,000 程度の緩い勾配で沖合いに向かって傾斜する。
○大陸斜面は，ほとんど起伏のない緩傾斜の海底地形を示し，10/1,000～20/1,000 程度の勾配で沖合いに向かって傾斜する。

音響測深実施位置等は第1193回審査会合 資料3-2 補足資料1.2-1

第1371回審査会合 資料1-1
P.43 再掲



位置図

左図拡大範囲

193
七尾湾調査海域の海底地形図

巻末資料２ 敷地周辺の地形，地質・地質構造

(1) 地形 －七尾湾調査海域 海底地形図－

○七尾湾調査海域は，七尾湾及びこれに接する富山湾西部の大陸棚からなる。七尾湾は，全体として平坦な海底地形を示すが，陸域，島，礁及
び瀬等の近傍では起伏に富む海底地形を示す。

○大陸棚は，礁，瀬等の浅海部や七尾湾口及び陸域の河口に連続する谷状地形等を伴い，10/1,000～30/1,000 程度の勾配で沖合いに向かって
傾斜する。

第1371回審査会合 資料1-1
P.44 再掲
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凡 例

巻末資料２ 敷地周辺の地形，地質・地質構造

(2) 地質・地質構造 －能登半島の地質－

■能登半島については，絈野（1993）により，地質分布がまとめられている。（その他の主な文献については，データ集１を参照。）

・能登半島には，ジュラ紀の花崗岩類のほか，漸新世～前期中新世
の火成岩類と前期中新世の堆積岩類が広く分布している。
・それらを覆って中期～後期中新世の堆積岩類が分布する。

石川県の地質・地盤分布略図
（絈野（1993）を編集）

志賀原子力
発電所

○能登半島には，ジュラ紀の花崗岩類のほか，漸新世～前期中新世の火成岩類と前期中新世の堆積岩類が広く分布している。それらを覆って
中期～後期中新世の堆積岩類が分布する。

能登半島の地質に関するその他の文献については，第1371回審査会合 資料1-2 補足資料1.1-1

第1371回審査会合 資料1-1
P.45 再掲



巻末資料２ 敷地周辺の地形，地質・地質構造

(2) 地質・地質構造 －敷地周辺陸域 地質分布図－

地質

・ 敷地を含む邑知潟平野北側では，大
きな褶曲構造は認められない。
・邑知潟平野南側では，NNE-SSW方
向及びNE-SW方向を示す褶曲とE-W
方向を示す褶曲が認められる。

・敷地周辺陸域の地質は，新第三紀以
降の地層が基盤である花崗岩類を直
接覆っている。
・花崗岩の露岩域は，高爪山，眉丈山
南東縁，石動山及び宝達山周辺に限
定されている。

地質構造

30km

5km

石動山

高爪山

志賀原子力
発電所

宝達山

C C'

A
'

A

敷地周辺陸域の地質分布図

○敷地周辺陸域の地質は，新第三紀以降の地層が基盤である花崗岩類を直接覆っている。花崗岩の露岩域は，高爪山，眉丈山南東縁，石
動山及び宝達山周辺に限定されている。

○敷地を含む邑知潟平野北側では，大きな褶曲構造は認められない。邑知潟平野南側では，NNE-SSW方向及びNE-SW方向を示す褶曲とE-
W方向を示す褶曲が認められる。

凡例

（絈野（1993）等を踏まえ，地表地質調査結果，各種分析結果を加味し，当社作成） 195

230731以降の修正
富来川断層北側の花
崗岩分布を修正

30km

5km

石動山

高爪山

志賀原子力
発電所

宝達山

C C'

A
'

A

敷地周辺陸域の地質分布図

（絈野（1993）等を踏まえ，地表地質調査結果，各種分析結果を加味し，当社作成）

第1371回審査会合 資料1-1
P.46 再掲



【陸域の地質調査】

• 地形調査に使用した空中写真
及び地形図を使用して，これま
でに実施した地表地質調査結
果も含めて地質分布の検討を
行った。

• これらの調査結果に基づいて
原縮尺20万分の１，２万５千分
の１等の敷地周辺陸域の地質
分布図を作成した。

196

・ 敷地周辺陸域は，羽咋市から七尾市に至る邑知潟

平野を境にして北部地区と南部地区に区分される。

 ・ 発電所敷地は，北部地区に位置する。

30km

5km

石動山地

高爪山

志賀原子力
発電所

宝達山

C C'

A
'

A

敷地周辺陸域の地質断面図（当社作成）

【地質断面図】

別所岳安山岩類・高洲山安山岩類

2310061以降の修正
凡例の楡原階の石英
安山岩→デイサイト

デイサイト・溶結凝灰岩

巻末資料２ 敷地周辺の地形，地質・地質構造 第1371回審査会合 資料1-1
P.47  再掲
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【敷地周辺陸域の地質層序表】

巻末資料２ 敷地周辺の地形，地質・地質構造

別所岳
安山岩類

高洲山
安山岩類

別 所 岳 安 山 岩 類 別 所 岳 安 山 岩 類

第1371回審査会合 資料1-1
P.48 再掲
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巻末資料２ 敷地周辺の地形，地質・地質構造

(2) 地質・地質構造 －海上音波探査 航跡図－

○能登半島周辺海域は，当社及び他機関において各種音源による調査が行われており，海底下浅部から深部にわたる音波探査データが充実し
ている。それらの音波探査航跡図及び音波探査の仕様（次頁，次々頁）を示す。

対象 左図凡例 実施機関：音源

浅部

中深部

深部

石川県：ソノプローブ・シングルチャンネル

北陸電力：ブーマー・マルチチャンネル

東京大学地震研究所：ブーマー・マルチチャンネル

産業技術総合研究所：ブーマー・マルチチャンネル

原子力安全・保安院：ブーマー・マルチチャンネル

北陸電力：スパーカー・シングルチャンネル・360Ｊ

北陸電力：スパーカー・シングルチャンネル・2450Ｊ

原子力安全・保安院：ウォーターガン・マルチチャンネル

海上保安庁水路部：エアガン・シングルチャンネル

地質調査所：エアガン・シングルチャンネル

石油開発公団：エアガン・マルチチャンネル

東京大学地震研究所：エアガン・マルチチャンネル・340000J

東京大学地震研究所：エアガン・マルチチャンネル・1300000J

海洋研究開発機構：エアガン・マルチチャンネル

敷地前面調査海域の音波探査航跡図※

敷地周辺海域の音波探査航跡図

左図拡大範囲

当社による調査

他機関による調査

右図拡大範囲

七尾湾調査海域の音波探査航跡図※

0 5 10km

海上保安庁水路部：
スパーカー・シングルチャンネル

上図凡例

志賀原子力
発電所

10km50

※航跡図の拡大図は第1193回審査会合 資料3-2 補足資料1.2-2

左図拡大範囲

当社による調査

他機関による調査

右図拡大範囲

志賀原子力発電所

第1371回審査会合 資料1-1
P.49 再掲

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。
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【敷地前面調査海域，七尾湾調査海域 音波探査 仕様】

※：報告書に記載のない項目
－：該当しない項目

調査機関 北 陸 電 力 原子力安全・保安院 石川県
東京大学地震研究所
産業技術総合研究所

東京大学
地震研究所

海上保安庁
水路部

地質調査所 石油開発公団
海洋研究開
発機構

調査年
1985年
1987年

2006年 2009年 2008年
1995年
1996年

2007年 2007年
2013年
2014年

1968年
1969年

1981年 1988年 1973年 2014年

調査海域 沖合海域 沿岸海域
沿岸海域
（一部沖合）

沿岸海域 沖合海域 沿岸海域 沿岸海域
2007年能登半島地震

震源域周辺
2007年能登半島地震

震源域周辺
能登半島周辺

能登半島
周辺

七尾湾周辺
能登半島
周辺

石川県～
福井県沖

石川沖～
福井沖

調査の種類

アナログ方式
シングル
チャンネル
反射法探査

デジタル方式
マルチ

チャンネル
反射法探査

デジタル方式
マルチ

チャンネル
反射法探査

デジタル方式
マルチ

チャンネル
反射法探査

デジタル方式
マルチ

チャンネル
反射法探査

アナログ方式
シングル
チャンネル
反射法探査

デジタル方式
マルチ

チャンネル
反射法探査

デジタル方式
マルチ

チャンネル
反射法探査

デジタル方式
マルチ

チャンネル
反射法探査

アナログ方式
シングル
チャンネル
反射法探査

アナログ方式
シングル
チャンネル
反射法探査

アナログ方式
シングル
チャンネル
反射法探査

デジタル方式
マルチ

チャンネル
反射法探査

デジタル方式
マルチチャン
ネル反射法

探査

発 振 器 スパーカー
スパー
カー

ブーマー ブーマー
ウォーターガ

ン
ブーマー ソノプローブ ブーマー エアガン エアガン エアガン スパーカー エアガン エアガン エアガン

発振エネル
ギー

約2,450Ｊ
(一部約6,000

Ｊ)
約360Ｊ 約200 J 約200 J 約3,500J 約300J

※
（最大約36J）

約200 J 約340,000Ｊ
約1,300,000J

(一部約210,000～
450,000J)

約10,000Ｊ

約100～500J
（一部約
1,000～
7,000J）

約70,000Ｊ 約230,000Ｊ 約3,000,000J

発振周波数 80～1,000Hz
100～

1,000Hz
400～

1,400Hz
400～

1,400Hz
※ ※ 3kHz 400～1,400Hz 3～125Hz ※ ※ ※ ※ ※ ※

受振器の
チャンネル数

1ch 1ch
12ch

受振点間隔：
2.5m

12ch
受振点間隔：

2.5m

48ch
受振点間隔：

6.25m

13～18ch
受振点間隔：

3.125m
1ch

12ch
受振点間隔：2.5m

96ch
受振点間隔：12.5m

156～168ch
受振点間隔：

12.5m
1ch 1ch 1ch

48ch
受振点間隔：

50m

444ｃｈ
受振点間隔：

12.5ｍ

受振器の長さ － － 約30m 約30m 約300m 約40～60m － 約30m 約1,200m 約1,950～2,100m － － － 約2,400m 約5,550m

受振フィル
ター

120～1,000Hz
(一部20～

150Hz)

500～
2,000Hz

out～3,000Hzout～3,000Hz ※ ※ ※ out～3,000Hz 3～250Hz ※ 20～150Hz

200～
3,500Hz
（一部40～
1,000Hz）

31.5～315Hz 8～62Hz 3～400Hz

収録時
サンプリング
レート

－ － 0.083msec 0.1msec 0.25msec 0.125msec －
地震研：0.083msec
産総研：0.082msec

2msec 2msec － － － 4msec 2msec

データ処理時
サンプリング
レート

－ － 0.2msec 0.1msec ※ ※ － 0.2msec 2msec ※ － － － 4msec ※

巻末資料２ 敷地周辺の地形，地質・地質構造 第1371回審査会合 資料1-1
P.50 再掲

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



【敷地周辺海域 音波探査 仕様】

※：報告書に記載のない項目
－：該当しない項目

調査機関 北 陸 電 力 産業技術総合研究所 東海大学
海上保安庁
水路部

石油開発公団 石油公団 石油公団 海洋研究開発機構

調査年 1985年 2008年 1995年 1978年 1980年 1973年 1981年 1987年 2007年 2015年

調査海域 富山湾西側海域 能登半島北岸 能登半島北方 舳倉島周辺 珠洲岬周辺
石川県～
福井県沖

富山沖～
隠岐沖・山陰沖

西津軽～新潟沖 新潟沖 福井沖

調査の種類
デジタル方式

シングルチャンネ
ル反射法探査

デジタル方式
マルチチャンネル
反射法探査

アナログ方式
シングルチャン
ネル反射法探査

アナログ方式
シングルチャン
ネル反射法探査

アナログ方式
シングルチャン
ネル反射法探査

デジタル方式
マルチ

チャンネル
反射法探査

デジタル方式
マルチチャンネ
ル反射法探査

デジタル方式
マルチチャンネ
ル反射法探査

デジタル方式マ
ルチチャンネル
反射法探査

デジタル方式マ
ルチチャンネル
反射法探査

発 振 器 スパーカー ブーマー ウォーターガン スパーカー スパーカー エアガン エアガン エアガン エアガン エアガン

発振エネル
ギー

約3,200J 約200J 約2,900J 約200J 約5,000J 約230,000Ｊ 約850,000J 約1,700,000J 約5,000,000J 約3,000,000J

発振周波数 80～1000Hz 400～5,000Hz
1Hz～

1,000Hz
100～3,000Hz ※ ※ ※ ※ ※ ※

受振器の
チャンネル数

1ch
12ch

受振点間隔：2.5m
1ch 1ch 1ch

48ch
受振点間隔：

50m

48ch
受振点間隔：

50m

96ch
受振点間隔：

25m

204ｃｈ
受振点間隔：

25m

444ｃｈ
受振点間隔：

12.5ｍ

受振器の長さ － 約30m － － － 約2,400m 約2,400m 約2,400m 約5,100m 約5,550m

受振フィル
ター

150～600Hz ※ 40～400Hz ※ ※ 8～62Hz 8～64Hz 0～64Hz 3～103Hz 3～400Hz

収録時
サンプリング
レート

－ 0.082msec － － － 4msec 4msec 4msec 4msec 2msec

データ処理時
サンプリング
レート

0.5msec ※ － － － 4msec ※ ※ ※ ※

巻末資料２ 敷地周辺の地形，地質・地質構造 第1371回審査会合 資料1-1
P.51 再掲
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枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。
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